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総 論   

第１章 一般廃棄物処理基本計画の趣旨 

  

国は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の改正、各種リサイクル法の制定等に

より、廃棄物・リサイクル対策の整備・拡充を図ってきた。しかし、廃棄物の発生

量は依然として高水準で推移し、３Ｒの一層の推進が重要となる一方、廃棄物処理

施設の立地の困難性や、不法投棄の増大という課題への対処が求められた。これら

の問題を解決するには、「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済社会から脱却

し、生産から廃棄に至るまでの、物の効率的な利用やリサイクルを進めることで、

環境への負荷が少ない循環型社会を形成することが急務となった。このような状況

を踏まえ、平成１２年５月に循環型社会形成推進基本法を制定し、形成すべき循環

型社会の姿を明確に提示した上で、廃棄物等の処理の優先順位を１．発生抑制、２．

再使用、３．再生利用、４．熱回収、５．適正処分と定め、国、地方公共団体、事

業者及び国民の役割分担を明確にし、循環型社会の形成に向けた取組を総合的かつ

計画的に進めてきた。 

本市は、市町村の責務である一般廃棄物の排出抑制及び適正処理の規定に基づき、

平成４年に「ごみ処理基本計画」を策定し、概ね５年ごとに見直しを行ってきたが、

さらなる廃棄物の減量化と資源化の推進を図るため、平成２３年１１月に長期的な

視点に立って「和歌山市一般廃棄物処理基本計画」を策定し『つれもて分別ごみ減

量～美しい海・山・川の城下町わかやま～』をごみ処理の基本理念に、１０年間で

1人 1日当たりのごみ排出量（資源を除く）を平成２２年度比約３０％削減すると

いう数値目標を掲げた。数値目標を達成するため「ごみ減量アクションプラン」で

具体的な施策を策定し、家庭系ごみについては分別によるごみ減量の取組などを行

い、事業系ごみについては一般廃棄物（ごみ）収集運搬業の許可制度の導入などの

施策を実施した。また、平成３０年度にごみの「見える化」を目的とした青岸スト

ックヤードを開設し粗大ごみや小型家電などのさらなる資源化に取り組み、リデュ

ース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再生利用）の３Ｒを基本とし

たごみ減量に取り組んできた。 

こうした取組により、事業系ごみは大幅に減少し目標を達成したが、家庭系ごみ

の減少は目標には届いておらず、令和元年度における 1人 1日当たりのごみ排出量

（資源を除く）は、平成２２年度比約２０％の削減となり最終年度の令和２年度ま

でに数値目標を達成することは難しい状況である。 

また、生活排水対策については生活環境向上を推進していくため、平成２３年１

１月に「生活排水処理基本計画」を策定した。平成２８年１１月には平成３２年度

に生活排水処理率 66.5％を達成するという数値目標を掲げ、合併処理浄化槽の設

置に対して補助を行い、単独処理浄化槽又は汲取便槽から合併処理浄化槽への転換

を促進するため、市広報誌等やチラシにより普及・啓発を行った。平成３０年度か

らは合併処理浄化槽に改造する場合の配管工事費用の補助金を上乗せする施策を
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実施し、生活排水処理率の向上に取り組んでいる。 

こうした取組により、合併処理浄化槽の設置は促進されたが、令和元年度におけ

る生活排水処理率は 59.9％にとどまり、令和２年度までに数値目標の 66.5％を達

成することは難しい状況である。 

このような状況の中、ごみ処理については、『つれもてしよらごみ減量！！～住

みたい魅力あふれる和歌山市～』を新たな基本理念に、「環境負荷の少ないまちを

目指したごみ発生抑制の推進」、「一人ひとりがものを大切に使う意識を育む再利用

の推進」、「循環型社会形成のための資源リサイクルの推進」、「みんなで取り組むご

みを適正に処理する美しいまちづくり」の４つの基本方針を示すことで、早期に前

計画の目標である 1 人 1 日当たりのごみ排出量（資源を除く）７７５ｇを達成し、

長期総合計画に定めている令和８年度数値目標７２９ｇを達成するため「ごみ減量

アクションプラン」で具体的な施策を策定するとともに、廃棄物行政を取り巻く状

況変化に対応しながらごみ減量に取り組み、また、生活排水処理については、目標

達成に向けた施策である「生活排水処理施設の整備・普及」、「生活排水の適正処理

の推進」、「環境保全のための広報・啓発の推進」を３つの基本方針として、長期総

合計画に定めている令和８年度数値目標７５％を達成することで生活環境の保全

及び公衆衛生の向上を目指す。こうした目標を定め、市町村が取り組むべき責務を

しっかり果たすことにより、次世代に繋がる持続可能な循環型社会を形成するため、

一般廃棄物処理の基本的な方向を定めた「第２次和歌山市一般廃棄物処理基本計画」

を策定するものである。 

なお、本計画はごみ処理の基本計画を定めた「ごみ処理基本計画編」と生活排水

処理の基本計画を定めた「生活排水処理基本計画編」で構成した。 
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第２章 計画の基本的事項 

第１節 計画の位置付け 

本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理法」とい

う。）第６条第１項の規定に基づき、自治体が総合的・長期的視点に立って、計画

的な廃棄物処理の推進を図るための基本方針となるもので、廃棄物の排出抑制及

び発生から最終処分に至るまでの、適正な処理を進めるために必要な基本的事項

を定めるものである。 

計画策定にあたっては、「ごみ処理基本計画策定指針」（平成２８年９月１５日

付環廃対第１６０９１５２号環境大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策

課長通知）に基づくものとする。 

また、本市が策定した「第５次和歌山市長期総合計画（以下「長期総合計画」

という。）」、「第３次和歌山市環境基本計画」を上位計画と位置付け、その基本目

標の達成のために、本計画において施策を策定する。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総論 図１ 一般廃棄物処理基本計画の構成と基本計画の位置付け 

 

第 5次和歌山市長期総合計画 

第 3次和歌山市環境基本計画 

和歌山市一般廃棄物処理計画 

和歌山市一般廃棄物処理基本計画 

●ごみ処理基本計画 

●生活排水処理基本計画 

和歌山市一般廃棄物処理実施計画 

災害廃棄物処理計画 

廃棄物処理法 

廃棄物処理基本方針 

廃棄物処理施設整備計画 

国 

県 
和歌山県廃棄物処理計画 

ごみ減量アクションプラン 

循環型社会形成推進基本法 

和歌山県災害廃棄物処理計画 

 

和歌山県ごみ処理広域化計画 
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１－１ 第５次和歌山市長期総合計画 

計画書名 第５次和歌山市長期総合計画  

計画の期間 平成２９年度（2017 年度） ～ 令和８年度（2026 年度） 

将来都市像 「きらり 輝く 元気和歌山市」 

分野別目標 

 

１ 安定した雇用を生み出す産業が元気なまち 

２ 住みたいと選ばれる魅力があふれるまち 

３ 子供たちがいきいきと育つまち 

４ 誰もが安心して住み続けられる持続可能なまち 
 

将来人口 

（目標） 
令和８年度（2026 年度）：347,000 人 

一般廃棄物 

関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分野別目標２】住みたいと選ばれる魅力があふれるまち 

【政策 ２-４】自然と共生する環境にやさしい社会の形成 

【施策 ２-４-２】循環型社会の形成 

【まちづくり指標】 

まちづくり指標 
基準値 

（H27 年度） 

目標値 

（R8 年度） 

【参考】 

中核市平均 

一人一日当たりのごみ排出量（資源

を除く一般廃棄物） 
955g/人・日 729g/人・日 

810g/人・日 

（H30 年度） 

【めざす１０年後の姿】 

 市民や事業者による積極的な３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の取組

により、循環型社会への転換がさらに進んでいる。 

【取組方針】 

１ ごみ減量の推進 

リサイクルよりも環境への負荷が少ないリデュース、リユースの啓発をはじ

めとした取組を優先的に行うとともに、収集されたかん、びん、ペットボトル、

紙、布及び小型家電等のリユース、リサイクルを促進し、青岸ストックヤード

の整備を行うなど焼却ごみの減量やリサイクル率の向上等を図る。 

２ 廃棄物の適正処理、適正管理 

   収集から最終処分までを適切に行うとともに、焼却時の余熱を利用して発電

（熱回収）を行う。 

３ 廃棄物の不法投棄対策 

   不法投棄の撲滅に向け、防止看板等による防止啓発を行うとともに、ボ 

ランティアや職員によるパトロール、監視カメラの設置、関係機関との合同パ

トロール、山間部などへの夜間パトロール、警察との連携などの取組を進める。 

【各主体の役割】 

市民 
家庭でのごみ減量、資源分別等に取り組むとともに、行政の施策に

協力する。 

地域・NPO 等 
市民と行政のパイプ役であるごみ減量推進員とともに、地域ぐるみ

でごみ減量及び資源分別等に取り組む。 

事業者 
排出される廃棄物を自らの責任で適正処理するとともに、行政のご

み減量及び資源分別等の施策に協力する。 
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生活排水 

関係 
【分野別目標４】誰もが安心して住み続けられる持続可能なまち 

【政策 ４-３】豊かな暮らしを支える住環境の整備 

【施策 ４-３-４】生活排水対策の推進 

【まちづくり指標】 

まちづくり指標 
基準値 

（H27 年度） 

目標値 

（R8 年度） 

【参考】 

全国平均 

汚水処理人口普及率 64.4% 75.0% 
91.4% 

（Ｒ元年度） 

【めざす１０年後の姿】 

 快適で衛生的な生活環境が確保され、公共用水域の水質保全がなされている。 

【取組方針】 

 １ 公共下水道（汚水）の整備推進 

    公共下水道や合併処理浄化槽など各種生活排水処理施設の排水浄化コス

トを勘案した上で、効率的な全体計画区域を定めるとともに、事業計画区域

（汚水）の効率的な整備を進める。また、公共下水道事業（汚水整備）の処

理区域について抜本的な見直しを行う。 

 ２ 公共下水道（汚水）事業計画区域外における生活排水処理施設の整備推進 

    合併処理浄化槽などの生活排水処理施設の整備を引き続き推進する。 

 ３ 水洗化の促進 

    公共下水道等供用開始区域内の未接続家庭に対する啓発活動により早期

接続を促す。 

 ４ 公共下水道事業・集落排水事業の適正管理 

    公共下水道及び集落排水処理施設について、必要な老朽化対策や効率的な

管理手法の検討を行い、適正な管理を進める。また、公共下水道事業につい

ては、地方公営企業法を適用し経営状況と資産内容を明らかにする。 

 ５ し尿及び浄化槽汚泥の適正処理 

    し尿及び浄化槽汚泥については、一般廃棄物（し尿）収集運搬許可業者、

浄化槽清掃業許可業者に対し、円滑に業務を行うよう指導するとともに、収

集されたし尿及び浄化槽汚泥を青岸汚泥再生処理センターにおいて適正処

理し、環境負荷の低減に努める。 

【各主体の役割】 

市民 

公共下水道等の事業計画区域内のうち整備済み地域において、早期

接続に努める。その他の区域では、合併処理浄化槽への転換など、

適正な処理に努める。 

地域・NPO 等 地域ぐるみで生活排水対策への理解・協力に努める。 

事業者 各種法令等を遵守する。 
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１－２ 第３次環境基本計画 

計画書名 第３次和歌山市環境基本計画  

計画の期間 平成２９年度（2017 年度） ～ 令和８年度（2026 年度） 

環境像 「豊かな自然と共に生きる 環境にやさしいまち わかやま」 

基本目標 １ 生活環境の保全 安心・安全に暮らせるまち 

２ 自然環境の保全と創造 豊かな自然と共に生きるまち 

３ 地球環境の保全 持続可能な地球環境にやさしいまち 
 

一般廃棄物 

関係 

 

【基本目標 ３】地球環境の保全 持続可能な地球環境にやさしいまち 

【個別目標 ３-２】循環型社会の形成 

【環境目標】市民・事業者・行政が連携して、廃棄物の適正処理、適正管理、廃棄

物の不法投棄対策、ごみの減量に取り組み、循環型社会の実現に努め

る。 

【指標】 

指標に用いる項目 
現状値 

（H28 年度） 

目標値 

（Ｒ8年度） 

【参考】 

中核市平均 

一人一日当たりのごみ排出量（資源

を除く一般廃棄物） 
920g/人・日 729g/人・日 

810g/人・日 

（H30 年度） 

 
【主要施策】 

 １ ごみ減量の推進 

〇ごみの発生抑制 

ごみ情報紙「リリクル通信」等によるごみ減量に関する情報提供や、市 

  民によるごみ減量推進員制度の活用等によって意識啓発に努め、市民・事 

  業者・行政の協働でのごみ削減を推進する。 

 〇資源の有効活用の推進 

一般ごみの資源の分別を推進する。事業系ごみは、分別を推進するとと 

もに、食品廃棄物等をまとめて資源化する方法を調査し、資源化に向け 

た取組を推進する。 

 ２ 廃棄物の適正処理、適正管理 

〇一般廃棄物の適正処理 

    一般廃棄物の収集運搬、中間処理、最終処分の各段階における体制整備 

に努め、市民・事業者・行政の協働により、環境にできる限り負担をかけ 

ない適正な処理を推進する。 

３ 廃棄物の不法投棄対策 

〇不法投棄対策の推進 

不法投棄の撲滅に向け啓発や監視を行うなど、関係機関等と連携し、不法 

投棄対策を推進する。 
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生活排水 

関係 

【基本目標 １】生活環境の保全 安心・安全に暮らせるまち 

【個別目標 １-２】水環境・土壌環境の保全 

【環境目標】海や川、地下水の水質の常時監視を行うとともに、水質汚濁の発生源

である工場・事業場の排水や土壌汚染に関して、法令等に基づく立入

検査を実施し、排出基準の順守等の必要な指導を行う。また、生活排

水対策の普及・啓発を推進し、公共用水域の水質の保全に努める。 
【主要施策】 
 生活排水対策の推進 
  〇生活排水対策の普及・啓発 
   生活排水対策説明会や出前講座等を開催し、生活排水対策の必要性・重要性

について普及・啓発を推進する。 
   生活排水対策指導員を中心に地域住民と共に家庭でできる生活排水対策に

努める。 
 
【環境基本条例に関する取組】 
  〇公共下水道の整備及び接続率の向上 
  〇合併処理浄化槽への転換 
  〇浄化槽の適正な維持管理 
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第２節 計画の期間 

 本計画は、令和３年度を初年度とし、長期総合計画及び第３次和歌山市環境基

本計画と整合性を図り、最終目標を達成するために令和８年度を目標年度とした

６年間とする。なお、目標を達成するためごみ処理については、ごみ減量アクシ

ョンプランにおいて施策の調整や見直しを図り、廃棄物行政を取り巻く状況変化

に対応しながらごみ減量に取り組み、生活排水処理については、生活排水処理率

の目標達成に向け本計画で施策を定め生活環境の保全及び公衆衛生の向上に取り

組む。 

 

 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

                                    

 

総論 図２ 計画の期間と目標年度 

 

 

 

  

計画期間 

R3 年度～R8 年度 

ごみ処理基本計画 

ごみ減量数値目標２ 

７２９ｇ/人・日達成 

ごみ処理基本計画 

ごみ減量数値目標１ 

７７５ｇ/人・日を早期に達成 

生活排水処理基本計画 

生活排水目標 

生活排水処理率７５％ 
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第３節 計画の適用範囲 

 本計画の適用範囲は、和歌山市で発生する一般廃棄物の分別排出から収集運搬、

中間処理、最終処分までとする。（ただし、本市が一般廃棄物とあわせて処理する

ことが必要であると認める産業廃棄物（あわせ産廃）を含む。） 

 

 

 

   

  

 

    

 

       

          

           

           

 

 

           

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総論 図３ 対象となる廃棄物 

「ごみ、粗大ごみ、汚泥、ふん尿、廃油、廃アルカリ、動物の死体その他汚物又は不要物であっ

て、固形状又は液体状のもの（放射性物質及びこれによって汚染されたものを除く。）」 

「事業活動によって生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃

アルカリ、廃プラスチックなど 20 種類の廃棄物」 

「産業廃棄物以外の廃棄物」 

「一般家庭の日常生活に伴って生じる廃棄物」 

「事業活動に伴って生じる廃棄物のうち産業廃棄物を除く

もの」 

（事業活動は規模の大小、営利を目的として事業を営むもの

に限らず、官公庁、学校、病院どの公共公営事業を含む。 

また、個人事業主なども対象。） 

「一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性、 

その他、他の人の健康又は生活環境に係る被 

害を生ずるおそれがある性状を有するもの」 

「本市が一般廃棄物とあわせて処理することが必要である 

と認める産業廃棄物」 

ごみ 

家庭系ごみ 

事業系ごみ 

特別管理一般廃棄物 

あわせ産廃 

生活排水 

し尿（浄化槽汚泥 を含む） 
※3 

生活雑排水 「台所、洗面、洗濯、風呂等の排水」 

産業廃棄物 

一般廃棄物 

廃棄物 

はごみ処理基本計画における対象廃棄物 

※2 

 浄化槽汚泥等：浄化槽汚泥と農・漁業集落排水施設から発生する汚泥 ※3 

（災害廃棄物に関しては別途災害廃棄物処理計画で定める） 

※1 

は生活排水処理基本計画における対象廃棄物 

※2 

※1 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１編  ごみ処理基本計画編 
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第１章 ごみ処理の現状と課題 

第１節 市の概要 

 本市の概要として、本市の位置、人口、産業などの状況を示す。 

 

１－１ 位置 

 本市は、紀伊半島の西北端、紀の川河口に位置する和歌山県の県都で、北は大

阪府、東は岩出市、紀の川市、南は海南市に接している。市域は、東西約 29.0

㎞、南北約 17.5 ㎞にわたり、総面積は 208.85 ㎢と和歌山県の約 4.4％を占めて

いる。西は、風光明媚な紀伊水道に面し、北には緑豊かな和泉山脈ののどかな山

並を一望できる。また、市のほぼ中央には東西に紀の川が流れるなど、自然景観

に恵まれている。 

 

 

 

図１-１ 位置図 
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１－２ 人口動態・分布 

（１）人口及び世帯数 

 本市の平成２２年度以降１０年間の人口は減少傾向で推移しているが、世帯数

については、年度により波はあるがほぼ横ばいで推移している。 

 また、将来人口は、長期総合計画において、令和８年度で 347,000 人と設定さ

れている。 

 
図１-２ 人口、世帯数の推移 

 

（２）年齢別人口 

本市の年齢別人口を平成２２年度と平成３０年度で比較すると、０～１９歳の

年少・学生人口は減少し、７０歳以上の高齢者が増加している。また、生産年齢

人口(１５歳～６４歳）の中で見ると、２０歳から４４歳までの人口が減少し、４

５歳から６０歳までの人口が増加しており、生産年齢人口内において高齢化が進

んでいる。 

 

図１-３ 年齢別人口の推移（５歳階級別） 



 

12 

１－３ 産業動向 

 本市の事業所数は、卸売業、小売業が 26.3％と最も多く、次いで宿泊業、飲食

サービス業が 10.6％、医療、福祉業が 10.2％となっている。また、従業員数につ

いては、卸売業、小売業が 20.1％と最も多く、次いで医療、福祉業が 17.0％、製

造業が 15.3％となっている。上記の年齢別人口で生産人口が減少傾向にあり、事 

業所数、従業員数ともに、平成２１年度と平成２８年度を比較して減少している。 

 

表１-１ 事業所数及び従業員数  ※平成２８年は活動調査のため民営のみの数値 

 平成２１年 平成２８年 

事業所数 従業員数（人） 事業所数 従業員数（人） 

総数 18,289 183,790 16,382 166,736 

資料：経済センサス 

 

 

図１-４ 事業所数及び従業者数比率[平成２８年度] 
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第２節 ごみ処理行政の沿革 

本市のごみ処理行政の沿革は次のとおりである。 

表１-２ ごみ処理行政の沿革（１/３） 

※西防：和歌山下津港北港の 

西地区防波堤沖埋立地 

 

 

年 月 
内容 

収集運搬 中間処理 最終処分 

昭和 10 10  
塩屋に自然通風方式焼却炉

（50ｔ/日）設置 
           

昭和 29 10 
清掃法の施行により特別清掃

地域を指定する 
  

昭和 31 11 特別清掃地域を拡大する   

昭和 35 6 南収集事務所 開設   

昭和 38 1  
森小手穂に高速堆肥化処理

施設竣工（50ｔ/日） 
 

昭和 39 4   日野最終処分場 受入開始 

〃 8 
本町地区でステーション方式

収集開始 
  

昭和 40 1 特別清掃地域を拡大する   

〃 5 北収集事務所 開設   

昭和 42 7  

森小手穂に准連続式焼却炉

（30ｔ/8ｈ×2基）竣工 

（第 2清掃工場） 

 

昭和 43 4 
ごみ収集対象地域を全市に拡

大 
  

昭和 46 1  
塩屋の自然通風方式焼却炉

を老朽化のため廃炉 
 

〃 8  
塩屋に第１清掃工場 

（15ｔ/8ｈ×4基）建設 
 

昭和 47 8  

森小手穂の准連続式焼却炉

改修（60ｔ/16ｈ×2基） 

（第 2清掃工場） 

森小手穂の高速堆肥化処理

施設廃止（50ｔ/日） 

 

昭和 48 10 
全市週 2回収集実施 

（一般ごみ） 
  

昭和 50 3  

森小手穂の第 2清掃工場新設

焼却炉（180ｔ/24ｈ×2 基）

竣工 

森小手穂の准連続式焼却炉

廃止（60ｔ/16ｈ×2基） 

 

昭和 55 3   日野最終処分場 受入終了 

昭和 56 8   

西防※最終処分場 受入開

始 

（和歌山環境保全公社） 

昭和 58 4 

資源ごみ（空きかん類、空び

ん類の分別収集を全市施行

（３種分別） 

  

昭和 60 12  塩屋の第 1清掃工場閉鎖  



 

14 

表１-２ ごみ処理行政の沿革（２/３） 

年 月 
内容 

収集運搬 中間処理 最終処分 

昭和 61 3  

湊に青岸エネルギーセンタ

ー竣工 

全連続燃焼式炉 

（200ｔ/24ｈ×2基） 

粗大ごみ処理設備 

（75ｔ/5ｈ） 

 

昭和 63 3   日野最終処分場廃止 

平成 5 2 

戸別収集方式による粗大ごみ

収集開始 

西収集事務所開設 

  

平成 8 7   西防最終処分場 受入終了 

〃 8   

大阪湾広域臨海環境整備セ

ンター 

受入開始 

平成 9 7 

5 種分別収集（一般ごみ、か

ん、びん、紙、布、ペットボ

トル）及び指定ごみ袋実施 

  

平成 10 1 
指定袋又は、規格に合った買

物袋での収集開始 
  

〃 3  

湊に青岸クリーンセンター

竣工 

流動床式焼却炉（160ｔ/24ｈ

×2基） 

森小手穂の第 2清掃工場休止 

 

平成 12 11 
事業系ごみの収集運搬業務を

民間委託 
  

平成 14 3  

湊の青岸エネルギーセンタ

ーにて、廃棄物循環型処理施

設整備工事（ダイオキシン類

低減対策工事）竣工 

 

平成 15 8 

粗大ごみ受付を、粗大ごみ受

付センターでの集中受付に変

更（6種分別） 

  

平成 16 4 

全市域において、月 2回のプ

ラスチック製容器包装分別収

集を開始（7種分別） 

  

〃 8 

プラスチック製容器包装分別

収集を月 2回から週 1回の収

集に変更 

  

平成 19 4 
粗大ごみの収集運搬業務を民

間委託 
  

平成 20 4 

第 5 週目の水曜日に資源（紙、

布、ペットボトル）の収集実

施 

  

平成 21 4 

家庭ごみ（一般ごみ、資源）

の収集運搬業務を一部民間委

託（約 27％） 

  

平成 22 6 
資源集団回収の奨励金制度の

実施 
  

平成 23 7 雑がみ分別収集の開始   

平成 24 6  第 1 工場解体撤去  

平成 25 3  
和歌山市災害廃棄物仮置き

ヤード設置 
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表１-２ ごみ処理行政の沿革（３/３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年 月 
内容 

収集運搬 中間処理 最終処分 

平成 25 4 

家庭ごみ（一般ごみ、資源）

の収集運搬業務の一部民間委

託を拡大（約 50％） 

  

〃 10 ふれあい収集開始   

〃 〃 
年 2回、小型家電等の地区別

訪問収集を開始 
  

平成 26 3  第 2 工場の一部を解体撤去  

〃 10 
一般廃棄物（ごみ）収集運搬

業許可制度開始 
  

〃 〃 
ごみ処理手数料及び木くず処

分手数料改正 
  

〃 〃 
一般廃棄物マニフェスト制度

開始 

和歌山市青岸清掃センター

受入基準施行 
 

平成 27 9  
青岸エネルギーセンター基

幹改良工事完了 
 

平成 28 4 
プラスチック製容器包装の収

集を一般ごみに変更 

プラスチック製容器包装で

ごみ発電（熱回収）の開始 
 

〃 〃 紙、布の別回収を一部開始   

〃 10 紙、布の別回収を全市開始   

平成 30 4  
湊に和歌山市青岸ストック

ヤード開設 
 

〃 6  第 2工場の解体撤去工事完了  

平成 31 4 

家庭ごみ（一般ごみ、資源）

の収集運搬業務の一部民間委

託を拡大（約 70％） 

  



 

16 

第３節 分別区分と排出量 

 本市の分別区分、ごみ排出量を示す。 

３－１ 分別区分 

 本市の分別は、令和２年４月現在、一般ごみ、かん、びん、紙、布、ペットボト

ル、小型家電等、蛍光管等、白色トレイ、粗大ごみの１０種分別となっている。 

 事業所から排出されるごみは、一般ごみ、粗大ごみのみを市で受け入れている。 

 

表１-３ ごみの分別区分（令和２年４月現在） 

分別区分 ごみの内容 

一般ごみ 台所ごみ 調理くず、廃食用油等 

再生することができない紙類 ティッシュ、油紙、紙コップ、汚れが付着している

紙、感熱紙、写真等 

プラスチック類全般 プラスチック製のおもちゃ、ＣＤ類、ナイロン製品、

梱包に使っている発泡スチロール等 

木製品・革製品・ゴム製品類 革製バッグ、くつ・シューズ、ホース、（50 ㎝にカッ

ト）、木片等（30 ㎝以下） 

汚れている衣類 下着、汚れている作業着等 

その他 ぬいぐるみ、草や木の枝、白熱球、ＬＥＤ電球等 

収

集

資

源 

かん かん類 飲料缶、スプレー缶、缶詰缶・油缶等 

金属類 なべ（ホーロー製以外）、やかん、フライパン、包

丁、ナイフ、フォーク、はさみ、魚焼きの網（30 ㎝

以下）等 

びん びん類 飲料用びん、調味料びん、化粧びん 

紙 古紙類 新聞・チラシ類、雑誌、本、雑がみ、段ボール、紙パ

ック・牛乳パック等 

布 着古し衣類等 シャツ、シーツ、タオル、背広、ダウンジャケット等 

ペットボトル 飲料・しょうゆ・酒等のペット

ボトル 

ペットボトルマークの付いた飲料、しょうゆ・酒類等

のペットボトル 

小型家電等 小型家電等 携帯電話、パソコン、電話機、デジカメ、電子レン

ジ、電気ミシン等 

蛍光管等 蛍光管等 蛍光管、乾電池・ボタン電池等 

白色トレイ 白色トレイ 食品トレイ 

粗大ごみ 家具類 机、椅子、ダンス、ベッド、鏡台、戸棚等 

寝具類 ふとん・毛布、シーツ、じゅうたん、カーテン等 

楽器類（家電製品は除く） オルガン、琴、ドラム等 

その他 傘、ベビーカー、自転車、三輪車、ガスレンジ、足踏

み式ミシン等 
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３－２ ごみ排出量 

（１）ごみ排出量の実績  

本市のごみ排出量は、平成２２年から平成２５年まで増減を繰り返していたが、

ごみ減量の各施策が浸透し始めた平成２６年度以降は減少傾向となっている。 

 前計画の数値目標である「１０年間で１人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）

を平成２２年度比約３０％削減する」を達成することは難しい状況であるものの、

平成３０年度環境省一般廃棄物処理事業実態調査の結果から、１人１日当たりのご

み排出量（資源を除く）について中核市平均と本市の実績を比較すると、最も差が

開いていた平成２５年度では２３７g の差があったが、平成３０年度では６１g ま

で縮まり、中核市順位では平成２２年度ワースト４位（４０市中）から平成３０年

度はワースト１５位（５４市中）となった。しかし、依然として中核市平均より排

出量は多くなっている。 

 

 
図１-５ ごみ排出量の推移 

※住民基本台帳人口ベースで比較。（平成 22 年度の本市の実績値のみ国勢調査人口ベース。） 
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図１-６ 中核市との１人１日当たり排出量（資源を除く）の比較（平成 30 年度環境省

一般廃棄物処理事業実態調査から算出）※人口は住民基本台帳ベース 

 

(２) 前計画の実績 

前計画の実績評価として、１人１日当たり家庭系ごみ排出量(資源を除く)、１人

１日当たり事業系ごみ排出量(資源を除く)、リサイクル率について、以下に取りま

とめる。 

①１人１日当たり家庭系ごみ排出量(資源を除く) 

平成２３年度の一般廃棄物処理基本計画の策定し、平成２５年度にはごみ減量に

関する具体的な施策を示した｢ごみ減量アクションプラン｣を作成し、各種施策を実

施したため、徐々にその効果が現れ、１人１日当たり家庭系ごみ排出量(資源を除

く)は、平成２４年度から平成２７年度まで、穏やかではあるが減少傾向で推移し

た。平成２８年度は、プラスチック製容器包装の分別変更により微増となったもの

の、平成２９年度に「第２期ごみ減量アクションプラン」を策定し、生ごみ削減や

資源回収の拡充の取組強化等により、再び減少傾向となり、中核市平均との比較で

は平成２２年度１１９g の差があったものが、平成３０年では８８gまで縮まった。 

 
図１-７ 中核市との１人１日当たり家庭系ごみ排出量(資源を除く)の比較 

   ※住民基本台帳人口ベースで比較。(平成 22 年度本市実績値については国勢調査人口ベース。） 
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 ②１人１日当たり事業系ごみ排出量(資源を除く) 

平成２６年度以降、一般廃棄物管理票（マニフェスト）制度の導入や手数料の見

直し、ごみの受入検査の徹底などの取組により、１人１日当たり事業系ごみ排出量

(資源を除く)は大きく減少し、その後も目標達成の数値を維持している。 

中核市との比較では、平成２２年度に１００g の差があったものが、平成２８年

度に中核市平均値よりも排出量が減少し、平成３０年度では平均値よりも２７g少

なくなった。 

 
  図１-８ 中核市との１人１日当たり事業系ごみ排出量(資源を除く)の比較 

     ※住民基本台帳人口ベースで比較。(平成 22 年度本市実績値については国勢調査人口ベース。） 

 

③リサイクル率 

資源の分別収集等を実施し、リサイクル率については、平成２７年度まで横ばい

で推移した。平成２８年度からは、基幹改良工事により二酸化炭素排出量の削減と

発電能力の向上が図られた青岸エネルギーセンターにて、プラスチック製容器包装

の熱回収（ごみ発電）を行っているため、リサイクル率は減少したものの、発電量

は増加している。 

また、平成３０年度には、ごみの「見える化」を目的に資源選別施設として「青

岸ストックヤード」を開設し、粗大ごみや小型家電などのさらなる資源化に取り組

んでいる。 

 
図１-９ リサイクル率の実績 
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３－３ ごみの排出状況 

本市の家庭系・事業系ごみについて、どのようなものが排出されているかを調

べるため、ごみの排出状況調査を行っている。家庭系ごみは、ステーション等か

ら直接採取した試料の細分別作業結果である。また、排出者の居住地域別の違い

を確認するため、戸建地域２地区（子育て世帯、中高年世帯）、マンション地域、

農村地域の４地域で行っている。 

  

（１）家庭系ごみ 

令和２年度の調査結果を表１-４に示す。 

家庭系一般ごみには、資源分別が見込めるかん、びん、ペットボトル、紙や生ご

み等の食品廃棄物など、削減可能なごみが約５１％含まれていた。 

地域ごとの組成を比較すると、生ごみ等の食品廃棄物の割合は、中高年世帯中心

の戸建地域②、農村地域で高くなっている。また、資源分別が見込める紙類の割合

は、子育て世帯中心の戸建地域①、マンション地域で高くなっている。 

 

表１-４ 令和２年度家庭系一般ごみ細分別作業結果 

 
※各地区とも約 100kg の一般ごみを集積場より採取 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸建地域①

（子育て世帯）

戸建地域②

（中高年世帯）
マンション地域 農村地域

Ｒ2.7.7調査 Ｒ2.7.6調査 Ｒ2.7.13調査 Ｒ2.8.28調査

0.34 0.61 1.39 0.20 0.64

0.09 0.18 1.37 0.00 0.41

0.31 0.27 0.62 0.24 0.36

12.06 7.84 11.30 6.74 9.49

0.24 0.16 0.16 0.24 0.20

0.00 0.17 0.01 0.32 0.13

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.05 0.19 0.08 0.41 0.18

調理くず 26.35 26.92 22.19 31.92 26.85

食べ残し 7.31 8.06 6.66 8.92 7.74

手付かずの食品 2.77 5.37 5.89 6.48 5.13

19.91 18.06 17.71 18.36 18.51

12.09 4.91 7.54 4.64 7.30

0.18 0.89 0.16 0.77 0.50

18.30 26.37 24.92 20.76 22.59

プラスチック類

資源化できない紙類

資源化できない不燃物類

その他

削減可能な
ごみ

組成重量比（%）

4地域の平均

48.89

分　類

51.11

その他のごみ

かん

びん

ペットボトル

紙

白色トレイ

小型家電等

蛍光管

乾電池・ボタン電池

食品

廃棄物
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（２）事業系ごみ  

令和元年度における、一般廃棄物（ごみ）収集運搬業許可業者の車両から採取し

た事業系ごみの分析結果を見ると、紙類と食品廃棄物の排出が多く、全体の約３分

の２を占めている。 

 

表１-５ 事業系ごみ分析結果（令和元年度） 

 

 

 

 

家庭系一般ごみ細分別作業の様子 

 

  

   

  

不燃物

その他雑物

組成重量比（％）

34.3

31.8

6.5

6.6

16.9

2.6

1.3

紙類

食品廃棄物

草木類

布類

プラスチック類

分類
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第４節 ごみ処理体制 

本市のごみ処理の流れを、収集運搬体制、中間処理体制、最終処分体制の３つに

分け、その処理体制等について次のとおり示す。 

 

４－１ 処理の流れ 

本市のごみは、家庭から排出されるごみと事業者から排出されるごみに分かれる。

家庭から排出されるごみの収集運搬について、一般ごみ、粗大ごみ、かん、びん、

紙、布、ペットボトル、小型家電等、蛍光管等は、本市の直営及び委託業者により

収集運搬するか、または排出者により直接搬入され、一般ごみは青岸エネルギーセ

ンターに、粗大ごみ、小型家電等、蛍光管等は青岸ストックヤードに、かん、びん、

紙、布、ペットボトルはリサイクル業者に搬入している。事業者から排出されるご

みの収集について、一般ごみ（資源を除く）及び粗大ごみ（産業廃棄物を除く）は、

排出者自ら青岸エネルギーセンターへ直接搬入するか、本市の一般廃棄物（ごみ）

収集運搬業の許可を受けている業者と委託契約を結ぶことで、ごみを収集運搬する

体制を採用している。 

中間処理については、家庭から排出される一般ごみ、事業者から排出される一般

ごみともに本市の処理方法に従い、可燃物は青岸エネルギーセンターへ運ばれ焼却

処理している。なお、平成２７年度まで分別収集されていたプラスチック製容器包

装は、可燃物として焼却することで、熱回収（ごみ発電）により有効利用している。

かん、びん、紙、布、ペットボトル、金属類、マットレス・健康器具類及び小型家

電等、蛍光管等は、資源選別施設である青岸ストックヤード及びリサイクル・再生

事業者に運ばれ資源としてリサイクルしている。 

最終処分については、可燃物を焼却した焼却灰やがれき等の不燃物は、大阪湾広

域臨海環境整備センター（大阪湾フェニックスセンター）へ搬入し、埋立処分して

いる。また、市が実施する収集運搬以外に白色トレイ、かん、びん、紙、布、ペッ

トボトル等については、スーパー等の民間での拠点回収によって回収され、リサイ

クルされている。 
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※端数処理のため合計が一致しない場合がある。 

※焼却処理量には、し尿処理施設青岸汚泥再生処理センターからの汚泥助燃材を含んでいる。 

 

 図１-１０ ごみ処理状況フロー（令和元年度） 

 

 

89,079トン 36,628トン

総ごみ排出量

125,707トン

家　庭 事業者

一般ごみ

白色トレイ、かん、

びん、紙、布、

ペットボトル、

牛乳パック、蛍光管、

充電電池、ボタン電池、

インクカートリッジ等

6,329トン 74,137トン 1,896トン 34,732トン

7,696トン 917トン

直営

委託業者

直接搬入

直営

直接搬入

拠点回収（民間） かん、びん、紙、

布、ペットボトル

小型家電等

蛍光管等

粗大ごみ 一般ごみ 粗大ごみ

委託業者

直接搬入

直営

委託業者

直接搬入

許可業者

直接搬入

許可業者

直接搬入

青岸ストックヤード

（選別・ストック）

青岸エネルギーセンター

（ごみ発電）

青岸クリーンセンター

ごみピット（中継施設）

10,880トン 焼却処理量　126,367トン

ごみ発電量

（サーマルリカバリー）

36,835,979kWh

291kWh/t

かん 小型家電等 焼却灰等

738トン 826トン 13,871トン

びん 蛍光管等 がれき等

（ストックヤード分を含む）2,244トン 4トン

ペットボトル 熱回収対象物

2,388トン

紙 金属くず

2,675トン 808トン 磁性物

172トン

布 マットレス、健康器具類等

846トン 338トン

1,193トン 8,459トン

がれき

229トン

リサイクル・

再生事業者

和歌山市小型家電

リサイクル事業参加

資格認定事業者

（最終処分）

最終処分量 16,259トン

最終処分率 13.0%

収集・運搬

中間処理

焼却施設資源選別施設

リサイクル・再生処理 最終処分場

大阪湾広域臨海

環境整備センター
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４－２ 収集運搬体制 

（１）収集運搬方式 

①家庭系ごみ 

家庭から排出された一般ごみ、収集資源、粗大ごみの収集対象地域は、市全域で

あり、表１-６に定められた収集方式のとおり収集運搬している。 

一般ごみ及び収集資源は、基本的には自治会等から申請を受けたポイントを集積

場所と定めるステーション方式（一部地域を除く）を採用し、市職員が行う直営収

集及び市が委託した業者が行う委託収集により一般ごみは週２回、かん、びん、紙、

布、ペットボトルの資源については、週１回収集しリサイクル業者に搬入している。 

表１-７の収集形態別の収集量では、令和元年度の一般ごみ及び収集資源の委託率

は約７０％となっている。小型家電等及び蛍光管等は、地区ごとに年間２回収集月

を設け、市職員が現場での受け取り方式で収集し青岸ストックヤードへ運搬してい

る。粗大ごみは、受付センターで集中受付する方式を採用し、収集運搬については、

平成１９年４月からすべて業者が行う委託収集となり、収集した粗大ごみは青岸ス

トックヤードへ運ばれる。白色トレイは、スーパー等での店頭回収の利用を推奨し、

回収したトレイはリサイクル業者に引き渡されている。 

また、一定の条件を満たす高齢者、障害者、要介護者については、市職員が自宅

前までごみを取りに行く「ふれあい収集」を実施している。 

 表１-６ 家庭系ごみの収集方式等 (令和２年４月) 

 

収集回数
収集運搬
実施主体

排出方法 排出場所等 排出時間

週２回
市直営

委託業者

かん 月２回
市直営

委託業者

びん 月２回
市直営

委託業者

ペットボトル
月２回

又は３回
市直営

委託業者

布
月２回

又は３回
市直営

委託業者

紙
月２回

又は３回
市直営

委託業者

新聞・チラシ、雑誌・
本、ダンボール及び紙
パックの種類ごとに十字
ひも掛け
雑がみは雑誌に挟む又は
紙袋に入れてひも掛け

小型家電等 年２回 市直営

携帯電話、パソコン等の
個人情報が含まれる恐れ
のあるものについては、
必ず個人情報を消去して
から排出

蛍光管等 年２回 市直営

蛍光管は、購入時の紙箱
や紙筒に入れるか、新聞
紙等で包み、割れないよ
うにして排出　ボタン電
池はセロハンテープ等で
絶縁して排出

白色トレイ 随時
拠点回収
（民間）

洗浄して排出 回収協力店 随時

随時 委託業者

粗大ごみ受付センターへ
事前申込みをしてから排
出（一回に出すことがで
きるのは、原則２点から
１５点まで）

個別対応

当日の午前
８時まで

（収集は原
則、受付日
の翌週）

粗大ごみ

家庭用和歌山市指定ごみ
収集袋（半透明）又は
これに準ずるものとして
市が認めるもの

所定の場所

収
集
資
源

当日の午前
８時まで

地区により
指定された

場所

地区により
指定された

時間

分別区分

一般ごみ
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表１-７ 収集形態別収集量 (令和元年度) 

 

 

②事業系ごみ 

事業所から排出されるごみの収集方式は、平成１２年に直営収集から委託収集へ

変更した。さらに平成２６年には一般廃棄物（ごみ）収集運搬業許可制度を導入し、

現在は、この一般廃棄物（ごみ）収集運搬業許可業者と排出事業者との委託契約に

よる収集方式を採用している。 

なお、本市では令和２年１０月現在、一般廃棄物（ごみ）収集運搬業を２１者に

許可している。本市の一般ごみの量に対して許可業者２１者は、十分に処理できる

収集運搬能力を有している。 

 

表１-８ 事業系ごみの収集方式等 

 

 

 

（２）収集運搬体制 

本市では、平成２１年４月から家庭から排出される一般ごみ及び収集資源の収集

運搬業務を民間委託している。委託率は、ごみ収集量ベースで平成２１年４月から

は約２７％、平成２５年４月からは約５０％、平成３１年４月からは約７０％と

徐々に拡大した。委託業者は、住宅地が多い地域を主に担当している。直営は、家

庭から排出される一般ごみ、事業所から排出される一般ごみ等の区別がつきにくく、

場合によっては自治会や事業者に対して指導することも多い商業地域を主に担当

している。なお、今後は災害対応等も考慮し、この委託率を維持していく予定であ

る。 

収集運搬業務の管轄地域については、図１-１１のとおり、収集センター北事務

所が紀の川以南を、紀の川より北にある収集センター西事務所が紀の川以北を管轄

している。 

粗大ごみの収集運搬業務は、平成１９年４月からすべて民間委託となっている。 

 

区分

収集形態 直営 委託 合計 直営 委託 合計

収集量(t) 23,156 49,459 72,615 2,164 4,894 7,058

収集率(%) 31.8 68.2 100.0 30.7 69.3 100.0

一般ごみ 収集資源

区分

収集形態

収集頻度

収集方式

収集容器

排出時間

個別収集

―

許可業者との契約による

一般ごみ 粗大ごみ

一般廃棄物(ごみ)収集運搬業許可業者

許可業者との契約による

個別収集

透明もしくは半透明の袋、事業所用和歌
山市指定ごみ収集袋（黄色）

許可業者との契約による

一般廃棄物(ごみ)収集運搬業許可業者

許可業者との契約による
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表１-９ 収集運搬体制（令和２年４月） 

分別区分 収集体制 担当地域 

一般ごみ  

・                        

収集資源 

北事務所 直営 

本町、城北、雄湊、大新、宮北、四箇郷、中之島、宮、広瀬、三

田、岡崎、安原、西山東、東山東、吹上、芦原、宮前、新南、西

和佐、和佐、小倉、砂山、高松、雑賀、和歌浦、雑賀崎、名草、

今福、田野地区の全部又は一部 

西事務所 直営 
松江、木本、西脇、加太、貴志、野崎、楠見、有功、直川、紀

伊、川永、山口地区の全部又は一部 

委託Ａ 加太、木本、松江、湊、有功、山口、楠見地区の全部又は一部 

委託Ｂ 加太、木本、湊、紀伊、有功、直川地区の全部又は一部 

委託Ｃ 加太、西脇、湊、川永、紀伊、松江地区の全部又は一部 

委託Ｄ 
雄湊、城北、砂山、今福、雑賀、和歌浦、田野、雑賀崎、岡崎、

安原、湊地区の全部又は一部 

委託Ｅ 和歌浦、名草、西和佐、和佐、小倉地区の全部又は一部 

委託Ｆ 名草、雑賀、西和佐、宮、四箇郷地区の全部又は一部 

委託Ｇ 
名草、砂山、今福、雑賀、東山東、西山東、宮前地区の全部又は

一部 

委託Ｈ 
大新、新南、広瀬、砂山、雄湊、三田、宮前、安原地区の全部又

は一部 

委託Ｉ 
芦原、吹上、高松、東山東、西山東、岡崎、宮前、三田地区の全

部又は一部 

粗大ごみ 委託Ｊ 市内全域 

 

 

 

 
図１-１１ 収集区域図 
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４－３ 中間処理体制 

（１）中間処理体制の概要 

本市の中間処理体制は、焼却施設である青岸エネルギーセンターと資源選別施設

である青岸ストックヤードの２施設体制となっている。 

青岸エネルギーセンターは、昭和６１年３月に竣工し、１日４００ｔの処理能力

を有している。平成２７年度に基幹改良工事を行い施設の延命化を図り、現在もご

み焼却熱を利用して発電しながら安定した運転を行っている。 

平成３０年から稼働している青岸ストックヤードでは、施設に直接搬入された廃

棄物から再生可能な資源を選別し、リサイクル・再生事業者に搬入し、リサイクル

している。残ったものは可燃物として青岸エネルギーセンターにて焼却による熱回

収（ごみ発電）している。また、搬入する市民に対し、分別された資源物の「見え

る化」が可能となり、リサイクルの意識啓発も担っている。家庭から排出されたか

ん・びん・紙・布・ペットボトルは、直営及び委託業者が収集し、直接リサイクル・

再生事業者に搬入し、リサイクルしている。 

なお、図１-１２にある青岸クリーンセンターについては、設備の老朽化を考慮

し、また、近年のごみ総排出量の減少に伴い、ごみ量に見合った焼却処理を行うた

め、平成２８年には２炉のうち１炉を休止、令和２年度末には残りの１炉も休止と

し、焼却機能を停止する。令和３年度から、青岸エネルギーセンターの整備による

休止時の受入体制を維持するため、青岸クリーンセンターのごみピットを中継施設

として活用していく。 

表１-１０ 中間処理施設の概要 

名  称 青岸エネルギーセンター 

処理施設 焼却施設 

処理能力 200ｔ/24ｈ×2基 

処理方法 
全連続燃焼式焼却炉 

(ストーカ式) 

発電能力 4,300kW 

竣 工 昭和 61 年 3 月(平成 27 年 9 月基幹改良) 

 
図１-１２  位置図 

名  称 青岸ストックヤード 

処理施設 資源選別施設 

敷地面積 6,855 ㎡ 

処理方法 選別、資源化 

用 途 
ごみの資源化の推進及び 

災害廃棄物仮置きヤード 

竣 工 平成 30 年 4 月 
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（２）中間処理施設の処理状況  

  ①稼働状況 

平成２７年度に青岸エネルギーセンターの基幹改良工事が完了するまでは、焼却

処理に必要な高温焼却温度を保持するために助燃燃料として灯油を使用している

が、平成２８年度から容器包装プラスチックを混焼することで熱量を補完でき、燃

料使用量の低減と効率的な発電を行っている。また、青岸汚泥再生処理センター（し

尿処理場）で処理された汚泥も助燃材として有効活用をしている。 

また、ごみ焼却量の減少に伴い、令和３年度から、青岸クリーンセンターの焼却

機能を休止し、ごみピットを中継施設として利用することにより、青岸エネルギー

センター１施設でも安定的に処理を継続していく。 

表１-１１ 焼却施設の稼動状況 

 

※青岸クリーンセンターは令和 2年度末で焼却機能休止 

②発電量 

青岸エネルギーセンターでは、焼却時に発生する熱を利用して蒸気を発生させ、

発電を行い施設内で利用するとともに、隣接している青岸汚泥再生処理センター、

青岸ストックヤードにも電力を供給し、余剰となった電力については売電を行って

いる。容器包装プラスチックの混焼等を行うなど効率的な運転により、発電量を維

持している。 

表１-１２ ごみ発電量 
 

 
※青岸クリーンセンターは令和 2年度末で焼却機能休止 

単位

１号炉 ２号炉 計 １号炉 ２号炉 計

39,423 40,949 80,372 20,247 30,267 50,514

41,658 46,425 88,083 0 41,243 41,243

40,092 43,285 83,377 0 42,369 42,369

45,381 40,436 85,817 0 40,780 40,780

44,143 45,692 89,835 0 36,532 36,532

ｔ

平成30年度

令和元年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

青岸エネルギーセンター 青岸クリーンセンター

焼　却　量 焼　却　量

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

焼却量 ｔ 80,372 88,083 83,377 85,818 89,835

発電量 kWh 22,381,800 26,730,569 26,290,457 26,439,186 27,434,689

1t当たりの発電量 kWh/t 278 303 315 308 305

施設使用電力量 kWh 9,114,884 9,733,572 9,639,423 9,535,203 10,082,409

青岸汚泥再生処理
センター使用電力量

kWh 4,005,100 3,525,300 3,093,900 3,088,217 3,009,441

青岸ストックヤード
使用電力量

kWh ― ― ― 94,083 100,659

受電量 kWh 683,128 491,467 713,268 488,795 510,049

売電量 kWh 9,944,944 13,811,944 14,270,402 14,210,478 14,752,229

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

焼却量 ｔ 50,514 41,243 42,369 40,780 36,532

発電量 kWh 11,797,910 9,744,610 10,362,330 10,704,760 9,401,290

1t当たりの発電量 kWh/t 234 236 245 262 257

施設使用電力量 kWh 10,161,836 8,990,165 9,352,489 9,097,467 8,790,274

受電量 kWh 1,489,896 1,724,560 1,659,227 1,582,215 1,991,328

売電量 kWh 3,125,970 2,479,005 2,705,068 3,189,508 2,602,344

単位

単位

青岸エネルギーセンター

青岸クリーンセンター
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（３）中間処理施設のごみの性状  

ごみ質の３成分は、ごみを乾燥させることでその重量が減少した分が「水分」、

水分測定後に実際に焼却して無くなった分が「可燃分」、燃え残ったものが「灰

分」とされている。焼却施設で調査を行った結果、３成分の占める割合は５か年

平均（平成２７年度～令和元年度）で、可燃分、水分、灰分の順となっている。 

また、焼却施設のピットから採取したごみの乾燥後の重量組成割合は、５か年平

均で、紙類が最も高く、次いでプラスチック類、厨芥類（生ごみ等の食品廃棄物）

と続いている。 

 

図１-１３ 焼却施設におけるごみの３成分（５か年平均） 

 

 

図１-１４ 焼却施設におけるごみの重量組成割合（乾燥させたもの）（５か年平均） 
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４－４ 最終処分体制  

現在、本市は大阪湾フェニックス事業に参画し、大阪湾広域臨海環境整備センタ

ー（大阪湾フェニックスセンター）に埋立処分を委託している。中間処理後の焼却

残渣やがれき等の不燃物等は和歌山基地に搬入し、船で埋立処分場に搬入される。

最終処分量は、近年はほぼ横ばいで推移している。 

現在第２期事業が進められている大阪湾フェニックス事業は、圏域内市町村のご

み減量等の取組により延命化が図られ、当初令和３年度までの予定とされていた埋

立期間が令和９年まで延長され、さらに計画の見直しなどもあり現在では令和１４

年度まで延長されている。その後約２０年間の大阪湾圏域の最終処分計画について、

第３期事業の手続きも進められている。 

本市は、今後も大阪湾フェニックス事業に参画し、大阪湾広域臨海環境整備セン

ター（大阪湾フェニックスセンター）に最終処分を委託するとともに、将来にわた

り最終処分場が安定的に運営されるよう協力していく。 

表１-１３ 大阪湾広域臨海環境整備センターの状況 (令和元年３月末現在) 

処分場 区画名 
面積 

(ha) 

計画量 

(万ｍ3) 

埋立量 

(万ｍ3) 

進捗率 

(％) 

尼崎沖 

管理型 33 478 471 98.5% 

安定型 80 1,100 1,086 98.7% 

全体 113 1,578 1,557 98.8% 

泉大津沖 

管理型 67 1,080 1,038 96.1% 

安定型 136 2,000 1,936 96.8% 

全体 203 3,080 2,975 96.6% 

神戸沖 管理型 88 1,500 1,133 75.5% 

大阪沖 管理型 95 1,398 503 36.0% 

全体 

管理型 283 4,456 3,145 70.6% 

安定型 216 3,100 3,023 97.5% 

全体 499 7,556 6,168 81.6% 

表１-１４  最終処分量       （単位：ｔ/年） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-１５ 大阪湾広域臨海環境整備センター位置図 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

青岸ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ 10,752 12,167 10,637 11,378 11,372

青岸ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 6,212 4,861 5,156 5,437 4,887

計 16,964 17,028 15,793 16,815 16,259

 （大阪湾広域臨海環境整備センター提供） 
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４－５ ごみ処理経費   

本市のごみ処理に係る経費の総額は、ここ数年微減傾向にある。市全体の一般会

計決算額の総額は、令和元年度で 1,608 億 9 千 8 百万円である。そのうち衛生費は

81億 9千万円（約5.0％）、さらにそのうち清掃費は、45億 9千 2百万円（約2.8％）、

さらにそのうちごみ処理に係る経費は 41 億 1 千万円（約 2.5％）となっている。 

また、１人当たりのごみ処理経費は、令和元年度で 9,759 円であり、ごみ量１t

当たりのごみ処理経費は、令和元年度で 27,614 円である。１人当たりのごみ処理

経費はここ数年ほぼ横ばい、１ｔ当たりのごみ処理経費はここ数年増加傾向である。

これは本市の人口減少は続いているが、ごみ排出量が微減にとどまっている点と、

リサイクル処理費用の高騰により中間処理費が増加傾向である点が原因と考えら

れる。 

表１-１５ ごみ処理経費（直近５年間） 

 
※投資的経費を除く。ごみ処理に係る歳入を含む。 

※人口は国勢調査ベース 

 

 

 
  図１-１６ ごみ処理経費の推移（直近５年間） 

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

収集運搬 千円 2,054,983 2,023,681 2,028,363 1,988,509 1,800,586 

中間処理 千円 1,966,096 1,762,893 1,601,265 1,821,406 1,984,872 

最終処分 千円 159,135 158,576 148,027 191,157 185,405 

管理経費 千円 137,568 154,380 151,862 153,833 139,261 

ごみ処理に係る

歳入
千円 631,379 664,269 637,254 633,726 638,853 

計 千円 3,686,403 3,435,261 3,292,263 3,521,179 3,471,271 

１人当たりの

ごみ処理経費
円/人 10,123 9,489 9,148 9,843 9,759

１t当たりの
ごみ処理経費

円/t 26,343 26,178 25,832 27,675 27,614 
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第５節 ごみ処理の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

５－３ ごみ処理施設 

５－２ 資源分別 

課題 

・家庭から排出されるごみの減量につながる３Ｒ（リデュース・リユース・リサ

イクル）の中でも優先順位の高い２Ｒ（リデュース・リユース）を市民ととも

に取組を推進する必要がある。 

・ごみの性状調査では水分が４０％以上含まれており、中でも食品廃棄物の一部

である厨芥類に含まれる水分の除去は、ごみ減量に効果があるため特に啓発

を強化する必要がある。 

・事業所から排出されるごみの減量については、現在、展開検査や搬入規制等で

減量が進んできているところであるが、さらにごみ減量を推進するためには、

循環型社会形成推進基本法や廃棄物処理法、和歌山市廃棄物の減量推進及び

適正処理に関する条例に基づき、事業者に対し、食品ロスの削減についての取

組を促す必要がある。 

・今後、排出増加が予想される紙おむつやペットシート等の廃棄物について、国

の動向等を注視し、検討する必要がある。 

課題 

・水曜日の資源回収については、いまだに一般ごみ等が混入されているため、さ

らに分別の周知徹底を図る必要がある。 

・現在リサイクルされている資源物は、社会情勢等を鑑み、今後も安定的にリサ

イクルできるかを注視し、適正に処理する必要がある。 

 

課題 

・中間処理施設の将来整備計画に基づく、新焼却施設の建設に向けた基本計画及

び基本・実施設計を策定する必要がある。 

・本市の最終処分は、大阪湾フェニックス事業に参画し、大阪湾広域臨海環境整

備センター（大阪湾フェニックスセンター）で埋立処分しているところであ

る。大阪湾フェニックス計画は、第２期事業が、令和１４年度まで延長され、

さらに第３期事業の計画も進行中である。この事業が、将来にわたって安定的

に運営されるよう協力していく必要がある。 

５－１ ごみ減量 
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第２章 基本構想 

第１節 基本理念 

 本計画の基本理念は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

                 ※「つれもてしよら」＝みんなで一緒にしよう 

 

本市は、市民・事業者・行政の三者一体で廃棄物の排出抑制、適正処理を推進

し循環型社会の形成に取り組んでおり、リデュース（発生抑制）、リユース(再使

用）、リサイクル(再生利用）の３Ｒを身近に感じてもらうため、本市独自のごみ

減量推進キャラクター「リリクル」とともに市民・事業者のごみ減量、資源分別 

に対する意識向上を図る施策を実施してきたことにより、それぞれの活動の中で、

ごみ減量、資源分別に向けた行動が広まってきている。 

前計画では『つれもて分別ごみ減量～美しい海・山・川の城下町わかやま～』

の基本理念のもと、分別による家庭系ごみ及び事業系ごみのさまざまな減量施策

に取り組み、一定のごみ減量効果は得られたが、１０年間で１人１日当たりのご

み排出量（資源を除く）を平成２２年度比約３０％削減する数値目標の達成には

至らなかった。 

 本計画では、前計画における数値目標を早期に達成し、３Ｒの啓発をはじめと

した施策に取り組み、さらなるごみ減量を推進していく。そのためには、今まで

以上に市民・事業者・行政それぞれが自らの役割と責任をしっかりと認識し、自

然と共生する環境にやさしいまちを目指す思いを込めて『つれもてしよらごみ減

量！！～住みたい魅力あふれる和歌山市～』を基本理念とし、ごみ減量という一

つの方向に向かって取り組む。 

 

 

 

                 和歌山市ごみ減量キャラクター「リリクル」 

                  ３Ｒ推進によるごみ減量をより市民の身近なものにするために、親

しみやすい広報キャラクターとして誕生し、市民からの公募により

「リデュース」の「リ」、「リユース」の「リ」、「リサイクル」の

「クル」から「リリクル」と名付けられた。 

                  ３Ｒ：リデュース（ごみを減らす）、リユース（もう一度使う）、リ

サイクル（分けて資源にする）の３つの取組により、ごみ減量、資

源分別を推進している。 

 

つれもてしよらごみ減量！！～住みたい魅力あふれる和歌山市～ 
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市 民 

・ごみの発生抑制・排出抑制 

・資源分別の徹底 

行 政 

・ごみ減量施策の実施 

・ごみの適正処理 

事業者 

・ごみの発生抑制への取組 

・排出者責任に基づくごみの適

正処理 

つれもてしよら 

ごみ減量！！ 

ごみが出にく

いエコ商品の

使用と販売 

ごみ減量施策

への協力 

３Ｒでごみ減

量の啓発と取

組の実施 

図１-１７ 市民・事業者・行政の役割 

ごみの分

別・減量の

取組に協力 

ごみ減量・資源

化の取組と適正

処理の指導 

不要なものを買

わない意識とご

みが出にくいエ

コ商品の選択 
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第２節 基本方針 

 第１節の基本理念のもと、ごみ処理課題の解決に向けた基本的方針を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 ごみの発生抑制は、中間処理量、最終処分量の削減につながること

から、ごみ処理における環境への負荷を低減し、自然環境を保全する

観点からも重要です。 

 市民・事業者一人ひとりが環境に配慮した意識を持った行動によっ

て、１人 1日当たりのごみ発生量を削減します。 

 「もったいない」の精神から市民・事業者一人ひとりが、まだ使え

るものは繰り返し使うという意識を持ち、容易にごみとせず、リユー

ス・リサイクルショップやフリーマーケット等を利用してリユースす

ることにより、ごみを減量します。 

基
本
理
念
『
つ
れ
も
て
し
よ
ら
ご
み
減
量 

 

～
住
み
た
い
魅
力
あ
ふ
れ
る
和
歌
山
市
～
』 

 

 

 
 市民・事業者・行政の３者が連携し、かん、びん、紙、布、ペッ

トボトル、白色トレイ等のリサイクルできる資源は分別を徹底し、

資源化（リサイクル）を図ります。 

【基本方針１】 

 環境負荷の少ないまちを目指したごみ発生抑制の推進 

【基本方針２】 

 
一人ひとりがものを大切に使う意識を育む再利用の推進 

 

【基本方針３】 

 
循環型社会形成のための資源リサイクルの推進 

 

 

 

 

 最近増加している、まちなかでの不法投棄防止や分別されずに排

出されたごみの適正指導、災害廃棄物の適正処理を通して、三者一

体となって美しいまちづくりに取り組みます。 

【基本方針４】 

 みんなで取り組むごみを適正に処理する美しいまちづくり 

 

 

!! 

図１-１８ 基本計画の体系図 
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第３節 数値目標 

基本理念及び基本方針に基づき、ごみの減量・分別を実施するため、ごみ排出量

の具体的な数値目標を次のとおり定める。 

本計画では、前計画における目標であった 1人 1日当たりのごみ排出量（資源

を除く）７７５ｇをいち早く達成し、その後令和８年度までに 1人 1日当たりの

ごみ排出量（資源を除く）を７２９ｇまで減量することを数値目標とし、循環型

社会の形成を推進する。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、ごみ排出量が前計画策定時と比較して大幅に減少したことから、ごみ

量に見合った焼却処理を行うため、令和３年度から焼却機能１施設化を実施する。

また、最終処分場においても大阪湾広域臨海環境整備センター（大阪湾フェニック

スセンター）に参画している。本市が、将来において安定的に焼却施設や大阪湾広

域臨海環境整備センター（大阪湾フェニックスセンター）を利用し、ごみを適正に

処理するためには、今後もごみ量の削減に努め、処理の負担を軽減させる必要があ

る。このためごみ減量は、本市が引き続き取り組むべき最大の目標である。 

 この目標を達成するための具体的な施策として、家庭から排出される一般ごみは、

ごみを出さないライフスタイルの推奨や、３きり運動の強化による生ごみの削減及

び一般ごみに混入している資源物の分別の強化等を実施する。 

 また、事業者から排出される一般ごみには、主に飲食店やスーパー等の食品ロス

関連の排出について事業者への減量及び適正処理の指導を強化する。 

 これらの施策を実施し、上記の数値目標を達成するものとする。 

 

 

 

数値目標１ 

１人１日当たりのごみ排出量(資源を除く)を早期に７７５ｇにする 

 

８６３ｇ/人・日（令和元年度） → ７７５ｇ/人・日（前計画の目標を早期に達成）（▲10.1％） 

 

 

数値目標２ 

１人１日当たりのごみ排出量(資源を除く)を目標達成後から令和８年度までに７２９ｇにする 

 

７７５ｇ/人・日（数値目標１の達成後） → ７２９ｇ/人・日（令和８年度）（▲5.9％） 

（本計画における最終年度の目標） 
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図１-１９ 目標 [１人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）] 

 

 

 

 

 ●中核市とのごみ排出量の比較 

  本市の１人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）を中核市と比較すると、

平成３０年度実績で５４市中４０位となっている。ごみ減量及び資源化の取組

を推進し目標を達成した場合、５４市中１４位となる。 

 

    ※人口は住民基本台帳ベース 
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第３章 基本構想実現に向けた施策 

第１節 行政の施策    

 

 

 

【家庭系】 

ごみを発生させない（リデュースの）ライフスタイルの意識を推奨する 

家庭で日常的に食料品・衣料品・日用品の保管状況を点検し、余計なものを購

入しない意識付けを啓発する。また、安易にごみとして出さないように、食料品

については賞味期限・消費期限内に消費する、衣料品・日用品については長期間

使用できるものを選んで購入する、日常的にマイバッグを持参する、といったご

みの発生をできるかぎり少なくする「ごみのリデュース」を意識したライフスタ

イルを推奨し、ごみの減量を推進する。 

〈主な施策〉  

○家庭での冷蔵庫やたんす、引き出しの中の保管状況の点検を推奨 

○不必要なものを買わない、もらわない生活の普及 

○安易にごみとしないライフスタイルの普及 

○賞味期限・消費期限を意識して購入 

○長期使用できる品物の購入を推奨 

○マイバッグの推奨 

○過剰包装の抑制 

 

３きり運動を推進し、生ごみの削減を図る 

本市では、３きり（使いきり、食べきり、水きり）運動に特に力を入れて推進

し、まずは、リリクルレシピ等を活用し、食材を有効利用する「使いきり」、食べ

物を残さない「食べきり」の推奨に取り組み、食品ロスの原因となる手付かず食

品や食べ残しを削減する。家庭ごみの約４０％が生ごみであり、特に生ごみは多

くの水分を含んでいるため、「最後にギュッとひと絞り」を合言葉に食品廃棄物の

「水きり」に取り組み、水分除去を徹底してもらうことでごみの減量を図る。 

 〈主な施策〉  

○「リリクルレシピ」で「使いきり」を推進し、食品ロス    

削減でごみ減量 

○食べ物を残さない「食べきり」を推進し、食品ロス削減 

 でごみ減量 

○ギュッと絞る「水きり」の意識啓発 

 

  

基本方針１ 環境負荷の少ないまちを目指したごみ発生抑制の推進 

 

※ 主な施策の詳細はごみ減量アクションプランで別途定める 
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経済的インセンティブの導入を検討する（ごみの有料化） 

市民の意識改革を推進し、一般廃棄物の排出を抑制する方法として経済的イン

センティブ（ごみの有料化）の導入がある。 

本市では、平成２１年２月１８日付け和歌山市廃棄物対策審議会において、有

料化の前にまずごみ減量の施策を実施することとの答申を受けて、前計画から強

化した減量化、資源化の施策によって、一定のごみ減量成果が出ている。本計画

では、本市のごみ処理の状況を把握した上で、

ごみ減量の効果を検証しつつ、まず粗大ごみに

ついて、ごみ排出の受益者負担や負担の公平化

を図り、ごみ減量に対する意識向上のため有料

化の検討を開始する。 

〈主な施策〉  

○粗大ごみの有料化の検討 

 

情報提供、環境教育の強化・充実を図る 

 ごみ減量の啓発を行う上で各種広報やイベントを通した情報提供、環境教育は

非常に有益な手段であることから、ごみ情報サイト「リリクルネット」を通し

て、「リリクルの総合ごみ情報誌」、「小学校への出前講座」等ごみに関する情報を

今後も市民にとってわかりやすい方法で提供し、市民から家庭で行っているごみ

減量アイデアを募集する等、情報の発信と受信を行う。 

〈主な施策〉 

○情報提供の充実 

○環境教育、出前講座、施設見学の強化・充実 

○リリクルネットを活用した市民からのアイデア募集 

 

ごみ減量推進員の活動を促進する 

本市では、平成２５年１１月に発足したごみ減量推進員が地域において自主的

に広くリデュース・リユース・リサイクルの３Ｒを市民に啓発、周知する活動に

取り組んでいる。今後も引き続き活動支援を継続するとともに、不法投棄やごみ

の出し方等の地域におけるごみの課題について連絡を密にし、情報を共有するこ

とでごみ減量の啓発を進める。 

〈主な施策〉  

○ごみ減量推進員の活動継続と情報共有の強化 

 

大学、関連団体との連携を強化する 

市内大学等の学生を対象に、総合ごみ情報誌等による情報提供を継続し意識向

上を図る。大学等や関連団体との連携として継続的な取組を強化する。 

〈主な施策〉  

○大学との連携 

○関連団体との連携 
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【事業系】 

ごみをつくらない（リデュースの）取組を推奨する 

 「一般廃棄物（ごみ）収集運搬業許可制度」の導入、受入検査の実施により排

出事業者のごみ減量意識の向上を図った。今後もごみをつくらない排出事業者と

しての取組を推奨する。 

〈主な施策〉 

○事業系一般廃棄物の減量、資源化の指導強化 

○ごみ処理施設での受入検査の強化 

○安易にごみをつくらない排出事業者としての取組を推奨 

○繰り返し使える製品の製造や利用を推奨 

 

３きり運動を推進し、生ごみの削減を図る 

事業所から排出される生ごみも水分を減量することは不可欠であるため、３き

り（使いきり、食べきり、水きり）運動に特に力を入れて推進する。また、食品

ロスは、現在社会的にも大きな問題となっており、食品ロスに伴う大量廃棄は、

ごみ減量及び公衆衛生の観点から今後対策が急務である案件であり、循環型社会

形成推進基本法、廃棄物処理法、和歌山市廃棄物の減量推進及び適正処理に関す

る条例に基づき、多量排出事業者に対し減量計画書の提出を依頼し、生ごみ減量

の協力を求める。 

〈主な施策〉  

○水きりの意識啓発 

○多量排出事業者に対して減量計画書提出を依頼 

 

ごみ処理手数料の適正性を検討する 

 事業所から排出される一般ごみの処理手数料は、平成２６年度に改定し、ごみ

減量の一因ともなっている。今後も事業者の処理責任に従った自己処理の推進に

向け、事業系一般ごみの排出状況及びごみ処理経費の変動を見ながら、必要に応

じてごみ処理手数料の適正性を検討する。 

〈主な施策〉 

○処理手数料の適正性を検討 

 

事業系ごみ排出者の管理徹底を実施する 

 「一般廃棄物（ごみ）収集運搬業許可制度」「一般廃棄物管理票（マニフェス

ト）制度」を導入することで、事業者の処理責任を明確化し、適正処理の推進を

図ってきた。今後も制度を活用した事業系ごみ排出

者の更なる管理徹底を実施する。 

〈主な施策〉 

○一般廃棄物（ごみ）収集運搬業許可制度の活用 

○マニフェスト制度の活用 
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【家庭系】 

ごみにしない（リユースの）ライフスタイルを推進する 

現在使っている品物を大切に使用し、壊れても可能な限り修理・修繕、リメイ

クして使うこと、リユース可能な容器を使用している商品を購入することを推奨

する。また、不要になったものでもまだ使用できる品物は、リユース・リサイク

ルショップやフリーマーケット（インターネット上でのフリーマーケットも含

む）等の利用を奨励し、市民に積極的に情報を提供することでリユースのライフ

スタイルの定着を推進する。 

〈主な施策〉  

○今ある品物を修理や修繕し、長期間使用することを奨励 

○リユース可能な容器を使用している商品の購入を推奨 

○リユース・リサイクルショップやフリーマーケット（インターネット上でのフ

リーマーケットも含む）等の利用を推奨 

○リリクルネットを活用した市民からのアイデア募集 

○詰め替え製品の利用 

 

ごみ減量推進員の活動を促進する 

本市では、平成２５年１１月に発足したごみ減量推進員が地域において自主的

に広くリデュース・リユース・リサイクルの３Ｒを市民に啓発、周知する活動に

取り組んでいる。今後も引き続き活動支援を継続するとともに、不法投棄やごみ

の出し方等の地域におけるごみの課題について連絡を密にし、情報を共有するこ

とでごみ減量につなげる。 

〈主な施策〉  

○ごみ減量推進員の活動促進 

 

大学、関連団体との連携を強化する 

市内大学等の学生を対象としたリユースの情報提供と、大学等や関連団体と連

携して継続的な取組を強化する。 

〈主な施策〉  

○大学との連携 

○関連団体との連携 

 

 

  

基本方針２ 一人ひとりがものを大切に使う意識を育てる再利用の推進 
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【事業系】 

ごみにしない（リユースの）取組を推進する 

 事業者には、使い捨てのものはつくらない・使わない、また、リターナブル容

器を採用する、リユース可能な材質・素材・デザインを取り入れる、等の啓発を

する。また、事務所の備品等についても、安易にごみとして出さないように長期

間使用することや不要なものはリユース・リサイクルショップを利用してリユー

スする意識付けを徹底させる。 

〈主な施策〉 

○リユース可能な容器の使用を推奨 

○リユース・リサイクルショップの利用を推奨 

 

 

 

 

【家庭系】 

資源回収の周知徹底と資源化（リサイクル）を推進する 

ごみの組成分析では、一般ごみの中には、分別することでリサイクルできるも

のが多く含まれている。資源となるものは資源回収日に出してもらうことを周知

するとともに、平成３０年度に開設した青岸ストックヤードを活用し、リサイク

ルを推進する。プラスチックごみは、引き続き焼却による熱回収（ごみ発電）を

推進する。 

〈主な施策〉  

○資源回収日の啓発 

○リサイクルできる品目の検討 

○小型家電回収日の啓発 

○プラスチックごみの熱回収（ごみ発電） 

 

古紙の資源分別を徹底する 

 古紙については、新聞・雑誌・ダンボール等の種類があるが、その中で特に雑

がみは、使われている用途や材質が多岐にわたり、分別が複雑である。このこと

から、ごみとせずリサイクルに努めるよう雑がみの分別に関する市民への情報提

供、啓発の強化を図る。 

〈主な施策〉  

○雑がみ分別方法に関する情報提供の強化 

  

店頭回収の利用促進 

 白色トレイ等の店頭回収を実施している『回収協力店』について、回収資源の 

種類などの情報を市民に提供することにより、資源分別意識の向上を図っている。

今後も、実施している店舗の情報提供を充実させ、市民への買い物ついでに店頭回

収を利用する等の促進、事業者への店頭回収の実施の促進を行う。 

基本方針３ 循環型社会形成のための資源リサイクルの推進 
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〈主な施策〉 

○店頭回収の啓発 

 

大学・民間・関連団体等との連携を強化する 

 大学・民間・関連団体のリサイクルの啓発、技術等の連携を強化する。 

〈主な施策〉 

○大学との連携 

○民間との連携 

○関連団体との連携 

  

【事業系】 

事業者が排出する古紙類の資源化（リサイクル）の徹底を推進する 

事業系一般ごみの中にはリサイクル可能な古紙類の混入する例が多く、事業者

に対し、古紙類のリサイクルに関し周知を行っている。今後もリサイクルを推進

するため、受入規制等施策を強化し、指導・啓発を継続する。 

〈主な施策〉 

○事業者が排出する古紙類のリサイクルの徹底 

 

事業者との連携・協働による取組を推進する 

 事業者向けパンフレットの配布やホームページによる情報提

供の実施、また意見聴取会等において意見交換を行うことで、

協働体制を構築している。今後も事業者と協力した取組を実施

する。 

〈主な施策〉 

○事業者とリサイクルに向けた情報交換の推進 

○ごみの適正処理や減量化方法に関する情報提供の継続 

 

 

関連団体との連携を強化する 

 関連団体等との連携による、リサイクル等に向けた取組の推進施策を継続す

る。 

〈主な施策〉 

○関連団体との連携 
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第２節 市民の取組 

 

 

 

ごみを発生させない（リデュースの）ライフスタイルを目指す 

 家庭で日常的に食料品・衣料品・日用品の保管状況を点検し、余計なものを購

入しない意識を持つ。また、安易にごみとして出さないように、食料品について

は賞味期限・消費期限内に消費する、衣料品・日用品については長期間使用でき

るものを選んで購入する、日常的にマイバックを持参する、といったごみの発生

をできるかぎり少なくする「ごみのリデュース」のライフスタイルを意識し、ご

みの減量を推進する。 

〈市民の取組例〉  

○家庭での冷蔵庫やたんす、物置等の在庫の点検を実施 

○不必要なものを買わない、もらわない生活の実践 

○安易にごみとしないライフスタイルの導入 

○賞味期限・消費期限を意識して購入 

○長期使用できる品物の購入 

○マイバッグの推奨 

○過剰包装の抑制 

 

３きり運動を実行し、生ごみの削減を図る 

３きり（使いきり、食べきり、水きり）運動を推進し、まずはリリクルレシピ

等を活用し、食材を有効利用する「使いきり」、食べ物を残さない「食べきり」に

取り組み、食品ロスの原因となる手付かず食品や食べ残しを削減する。さらに家

庭ごみの約４０％が生ごみであり、特に生ごみは多くの水分を含んでいるため、

「最後にギュッとひと絞り」を合言葉に食品廃棄物の「水きり」に取り組み、水

分除去を徹底することでごみの減量を図る。 

〈市民の取組例〉 

○「リリクルレシピ」で「使いきり」に取り組み、食品ロス削減でごみ減量 

○食べ物を残さない「食べきり」に取り組み、食品ロス削減でごみ減量 

○ギュッと絞る「水きり」の意識強化 

                                                       

 

 

 

 

 

 

 

基本方針１ 環境負荷の少ないまちを目指したごみ発生抑制の推進 

※ 取組例の詳細はごみ減量アクションプランで別途定める 
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ごみにしない（リユースの）ライフスタイルを目指す 

現在使っている品物を大切に使用し、破損した場合でも可能な限り修理、修

繕、リメイクして使うこと、リターナブル容器を使用している商品を購入する。

また、不要になったものでもまだ使用できる品物は、リユース・リサイクルショ

ップやフリーマーケット（インターネット上でのフリーマーケットも含む）等を

利用し、リユースのライフスタイルの定着を目指す。 

〈市民の取組例〉 

○今ある品物を修理や修繕し、長期間使用する取組 

○リユース可能な容器を使用している商品の購入 

○リユース・リサイクルショップやフリーマーケット（インターネット上でのフ

リーマーケットも含む）等の利用 

○リリクルネットを活用したアイデア提供 

○詰め替え製品の利用 

 

 

 

 

かん、びん、紙、布、ペットボトル、白色トレイ、小型家電等、蛍光管等の分別

を徹底する 

 かん、びん、紙、布、ペットボトル、白色トレイ、小型家電等、蛍光管等を資

源化するためには、市民による分別が欠かせないため、ごみ一つひとつを分別す

る意識を高め、一般ごみに混入して排出されることがないように、これらの分別

を徹底し、リサイクルに取り組む。 

〈市民の取組例〉 

○資源分別の徹底 

○店頭回収等の活用 

○小型家電回収日を利用した資源リサイクルの取組 

  

 

  

基本方針３ 循環型社会形成のための資源リサイクルの推進 

基本方針２ 一人ひとりがものを大切に使う意識を育てる再利用の推進 
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第３節 事業者の取組 

 

 

 

ごみを発生させない（リデュースの）ビジネススタイルを意識する 

 事業者は、循環型社会形成推進基本法、廃棄物処理法に基づき、事業所内での

ごみ減量に関する研修等を行い、排出されるごみ量やごみの種類を把握すること

でごみの減量意識を高め、さらに大量生産・大量消費・大量廃棄の見直し、在庫

管理の徹底等でごみの発生を抑制するビジネススタイルを意識することによりご

み発生量の削減に取り組む。 

〈事業者の取組例〉  

○ごみの排出状況の把握 

○ごみに関する研修の実施 

○ごみの発生を抑制するビジネススタイルを意識 

○在庫管理の徹底 

○簡易包装化等の推進 

○紙類の使用量の削減 

 

食品ロス削減の取組を推進する 

特に飲食店、食品製造・販売事業者においては、循環型社会形成推進基本法及

び廃棄物処理法に基づき、生産と消費のバランスを見直し、小皿メニュー等の導

入や水分の削減、生ごみの自己処理等の取組を実施し、食品ロスの削減に取り組

む。また、行政による減量計画書の提出等のごみ減量施策に協力し、ごみの削減

を図る。 

〈事業者の取組例〉 

【飲食店、食品製造・販売事業者等】 

○食品ロスの削減 

○小皿メニューの導入 

○生ごみの自己処理の推進 

○減量計画書の作成 

 

３きり運動を推進し、生ごみの削減を図る 

事業所から排出される生ごみも、家庭からの生ごみと同様に水分を減量するこ

とは不可欠である。３きり（使いきり、食べきり、水きり）運動を実践し、水分

を除くことでごみの減量を図る。 

 〈事業者の取組例〉  

○水きりの意識向上 

 

  

基本方針１ 環境負荷の少ないまちを目指したごみ発生抑制の推進 

 

※ 取組例の詳細はごみ減量アクションプランで別途定める 
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ごみにしない（リユース）の取組を徹底する 

事業者は、使い捨てのものはつくらない・使わない、また、リターナブル容器

を採用する、リユース可能な材質・素材・デザインを取り入れる、等を実践す

る。また、事務所の備品等についても、安易にごみとして出さないように長期間

使用することや不要なものはリユース・リサイクルショップを利用してリユース

する意識付けを徹底する。 

〈事業者の取組例〉 

○リユース・リサイクル製品の製造 

○長期利用及びリユースの推進 

○詰め替え製品の製造 

○繰り返し使える製品の製造 

○繰り返し使える事務用品の利用 

○リユース・リサイクルショップの利用を奨励 

 

 

 

 

かん、びん、紙、布、ペットボトル等は分別を徹底する 

 かん、びん、紙、布、ペットボトル等は、分別して事業者の責任のもと、適正 

に処理することでリサイクルされる。一般ごみに混入して出されることがないよう

に、これらの分別を徹底し、リサイクルを推進する。 

〈事業者の取組例〉 

○資源分別の徹底 

○来客者のごみの分別推進 

  

新たな資源化（リサイクル）方法を研究・実施する 

 業種によって多量に排出される食品廃棄物や紙類などの品目についてリサイク

ルの方法や新技術等について積極的に研究・実施し、ごみ減量や資源分別を推進

する。 

〈事業者の取組例〉 

○新たなリサイクル方法の研究と実施 

 

  

基本方針３ 循環型社会形成のための資源リサイクルの推進 

 

基本方針２ 一人ひとりがものを大切に使う意識を育てる再利用の推進 



 

48 

第４節 ３者協働での取組 

 

 

ごみを適正に処理し、清潔で美しいまちを目指す 

 行政は、地域の状況に精通した収集センターを中心に、最近増加しているまち

なかでの不法投棄における防止対策や清掃、ルール違反ごみの指導を実施する。

市民及び事業者は、日常的に身近なごみを清掃することや一万人大清掃に積極的

に参加する等、みんなで清潔で美しいまちづくりに貢献する。 

〈主な取組例〉 

○まちなかの巡回清掃の実施 

○事業系ごみの適正処理指導 

○地元自治会等と連携 

○一万人大清掃等の地域での清掃活動に積極的に参加 

 

不法投棄対策を推進する 

 ごみの不法投棄は、市民の生活環境に悪影響を及ぼし、また、まちの景観を損

ねるものであり、行政は、不法投棄を未然に防止するため、監視パトロールの実

施や監視カメラの活用等の施策を実施する。市民は、不法投棄防止ボランティア

等の活動を実施する。事業者は、事業系ごみを適正に処理する。３者が連携し、

不法投棄をされない美しく清潔なまちづくりを目指す。 

〈主な取組例〉 

○不法投棄監視パトロールの実施 

○不法投棄監視カメラや不法投棄防止看板の設置 

○不法投棄ボランティアとの連携強化 

○不法投棄されないまちづくり 

○事業系ごみの適正処理 

 

災害廃棄物を適正に処理する 

 近年、日本では東日本大震災や平成３０年７月豪雨等の大規模自然災害の発生

が頻発している。自然災害が発生した際には、大量の廃棄物の発生が見込まれ

る。行政は、災害廃棄物処理計画を随時見直し、関連事業者、周辺市町村、和歌

山県等と多方面かつ広域的な連携を図り協力体制を構築する。市民及び事業者

は、行政との協力体制を構築し、３者が連携し、それら災害廃棄物を迅速かつ適

正に処理し、まちの早期復興に貢献する。 

〈主な取組例〉 

○和歌山市災害廃棄物処理計画の適宜見直し 

○広域的な協力体制の構築 

○関連する事業者との協力体制の構築 

○行政との協力体制の構築 

※ 取組例の詳細はごみ減量アクションプランで別途定める 

基本方針４ みんなで取り組むごみを適正に処理する美しいまちづくり 
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【基本方針１】 

【基本方針２】 

環境負荷の少な

いまちを目指し

たごみの発生抑

制 

（リデュース） 

循環型社会形成

のための資源リ

サイクル 

（リサイクル） 

基  本  理  念 

つれもてしよらごみ減量！！ ～住みたい魅力あふれる和歌山市～ 

達  成 

【基本方針３】 

【基本方針４】 

ごみを適正に処

理する美しいま

ちづくり 

（適正処理） 

・リデュースのライ

フスタイルの推進 

 

・３きりを実行し、

生ごみを削減 

・かん、びん、紙、

布、ペットボト

ル、小型家電等、

白色トレイ、蛍光

管の分別 

 

・リデュースのビジネス

スタイルを意識 

 

・食品ロス削減の取組推

進 

 

・かん、びん、紙、ペッ

トボトル等の分別徹底 

 

・新たな資源化方法の研

究・実施 

【家庭系ごみ】 

・リデュースのライ

フスタイルの推奨 

・３きりを推進し

生ごみを削減 

・経済的インセン

ティブの導入検

討 

・情報提供、環境

教育の強化・充

実 

・ごみ減量推進員

の活動促進 

・大学、関連団体

との連携 

【事業系ごみ】 

 

・リデュースの取

組推奨 

 

・３きりを推進し

生ごみを削減 

 

・ごみ処理手数料

の適正性の検討 

 

・事業系ごみ排出

者の管理徹底 

 

【家庭系ごみ】 

・資源回収の周知

徹底と資源化推

進 

・古紙の資源分別

の徹底 

・店頭回収の利用

促進 

・大学、民間、関

連団体との連携 

【事業系ごみ】 

・事業者からの古

紙類の資源化推

進 

・事業者との連

携・協働による

取組を推進 

・関連団体との連

携 

・ごみの適正処理と清潔で美しいまち

を目指す 

・不法投棄対策の推進 

・災害廃棄物の適正処理 

一人ひとりがも

のを大切に使う

意識を育てる再

利用 

（リユース） 

・リユースのライフ

スタイルの推進 

 

 

・リユースの取組推進 

 

 

【家庭系ごみ】 

・リユースのライ

フスタイルの推

進 

・ごみ減量推進員

活動促進 

・大学、関連団体

との連携 

【事業系ごみ】 

 

 

・リユースの取組

推進 

市民の取組 行政の施策 事業者の取組 

３者協働での取組 

 

 

不法投棄対策等で協力 

 

 

ごみの適正処理を推進 

 

 

相互に連携 相互に連携 

図１-２０ 施策の体系図 
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第４章 将来のごみ処理体制 

第４章では、将来のごみ処理方法、その他ごみの処理に関し必要な事項及び進

行管理計画について示す。 

 

第 1 節  将来のごみ処理方法 

１－１ 将来のごみ排出量  

本市のごみ排出量について、現状推移では、令和８年度の１人１日当たりのご

み排出量（資源を除く）は７７８gとなり、目標達成まで至らない。 

そのため、本計画では、『つれもてしよらごみ減量！！～住みたい魅力あふれ

る和歌山市～』の基本理念の下、本計画第３章で示した行政の施策、市民・事業

者の取組を推進するため、「ごみ減量アクションプラン」を策定し、具体的な行動

を実践することにより、数値目標７７５g を早期に達成した後、令和８年度に  

７２９g の目標達成を目指すものとする。 

 

 

※住民基本台帳人口ベース 

※現状推移は、平成２７年から令和元年までの５年間の減少率の平均値を算出し、令和２年 

度以降、その値で減少すると仮定し算出したものである。 

 

図１-２１ 将来ごみ排出量 
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１－２ 収集運搬計画  

（１）ごみの分別について 

①家庭系ごみ及び資源の分別について 

令和８年度における、家庭から出されるごみ及び資源の分別の区分は、一般

ごみ、かん、びん、紙、布、ペットボトル、小型家電等、蛍光管等、白色トレ

イ、粗大ごみの１０種分別で、現状の分別区分から変更なしの見込みである。 

   なお、資源選別施設青岸ストックヤードでは、引き続き、搬入された廃棄物

から再生可能な資源を選別し、廃棄物の減量及び資源化を推進していく。 

表１-１６ 将来の分別区分（令和８年度） 

分別区分 ごみの内容 

一般ごみ 台所ごみ 調理くず、廃食用油等 

再生することができない紙類 ティッシュ、油紙、紙コップ、汚れが付着している

紙、感熱紙、写真等 

プラスチック類全般 プラスチック製のおもちゃ、ＣＤ類、ナイロン製品、

梱包に使っている発泡スチロール等 

木製品・革製品・ゴム製品類 革製バッグ、くつ・シューズ、ホース、（50 ㎝にカッ

ト）、木片等（30 ㎝以下） 

汚れている衣類 下着、汚れている作業着等 

その他 ぬいぐるみ、草や木の枝、白熱球、ＬＥＤ電球等 

収

集

資

源 

かん かん類 飲料缶、スプレー缶、缶詰缶・油缶等 

金属類 なべ（ホーロー製以外）、やかん、フライパン、包

丁、ナイフ、フォーク、はさみ、魚焼きの網（30 ㎝

以下）等 

びん びん類 飲料用びん、調味料びん、化粧びん 

紙 古紙類 新聞・チラシ類、雑誌、本、雑がみ、段ボール、紙パ

ック・牛乳パック等 

布 着古し衣類等 シャツ、シーツ、タオル、背広、ダウンジャケット等 

ペットボトル 飲料・しょうゆ・酒等のペット

ボトル 

ペットボトルマークの付いた飲料、しょうゆ・酒類等

のペットボトル 

小型家電等 小型家電等 携帯電話、パソコン、電話機、デジカメ、電子レン

ジ、電気ミシン等 

蛍光管等 蛍光管等 蛍光管、乾電池・ボタン電池等 

白色トレイ 白色トレイ 食品トレイ 

粗大ごみ 家具類 机、椅子、ダンス、ベッド、鏡台、戸棚等 

寝具類 ふとん・毛布、シーツ、じゅうたん、カーテン等 

楽器類（家電製品は除く） オルガン、琴、ドラム等 

その他 傘、ベビーカー、自転車、三輪車、ガスレンジ、足踏

み式ミシン等 
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②事業系ごみ及び資源の分別について 

   事業者から排出されるごみについて、一般ごみ（資源を除く）及び粗大ごみ 

（産業廃棄物を除く）は、市で受け入れる。古紙類等の資源は、事業者の責任 

で資源化に努め、かん、びん、ペットボトル、廃プラスチック等、産業廃棄物 

に該当するものは、市では受け入れないものとする。 

 

（２）収集運搬方式 

①家庭系ごみ及び資源の収集運搬方式 

家庭から出される一般ごみ及び資源の収集運搬方式はステーション方式と

し、直営収集及び委託収集を継続する。小型家電等及び蛍光管等は、地区によ

り指定された場所にて、市職員が直接手渡しで受け取る「地区別訪問回収」、

粗大ごみは、受付センターで集中受付し、委託業者による個別収集運搬方式を

継続する。白色トレイは、引き続きスーパー等での店頭回収の利用を推奨して

いく。 

また、一定の条件を満たす高齢者、障害者、要介護者について、職員が自宅

前までごみを取りに行く｢ふれあい収集｣についても継続する。 

②事業系ごみの収集運搬方式 

事業所から出される一般ごみは、排出事業者が本市一般廃棄物（ごみ）収集

運搬許可業者（令和２年１０月現在２１業者）と個別に契約し、収集運搬を委

託する方法と排出事業者が自ら運搬し搬入する方法がある。 

なお、許可制度については、一般廃棄物（ごみ）収集運搬業の適正な運営が

継続的かつ安定的に遂行されなければならない。本市の事業系ごみは減少して

おり、現在の許可業者で収集運搬能力が充足しており十分に対応可能である。 

 

１－３ 中間処理計画  

平成３０年度に開設した青岸ストックヤードでの資源選別を継続する。 

青岸エネルギーセンターは、継続して安定的な焼却ができるよう維持管理し、

今後も焼却時の熱利用により発電された電力を施設内で有効利用するとともに、

余剰となった電力は売電を継続することで、環境負荷を低減し、自然環境に寄

与していく。 

また、次期焼却施設の整備計画については、気候変動影響に対する適応策等

を踏まえ早急に策定し、計画を進めていく。 
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１－４ 最終処分計画 

本市は、大阪湾フェニックス計画に参画し、焼却灰やがれきの最終処分を大

阪湾広域臨海環境整備センター（大阪湾フェニックスセンター）に委託してい

る。 

現在第２期事業が進行している大阪湾広域臨海環境整備センター（大阪湾フ

ェニックスセンター）の埋立期間は、大阪湾圏域内の市町村のごみ減量努力等

により、令和１４年度まで延長された。また、第３期事業について、第２期事

業後約２０年間の廃棄物量に見合う容量を想定し、計画が進められている。 

今後もごみ減量を推し進め、最終処分量の削減に努めるとともに、大阪湾フ

ェニックス計画に参画し、将来にわたり安定的に運営されるよう協力していく。 

 

１－５ 将来のごみ処理の流れ 

行政の施策、市民・事業者による取組の効果により、令和８年度には、本市の

ごみ総排出量は 101,588 トンとなり、ごみ量の減少に伴い、最終処分量について

も減少となる見込みである。 

令和８年度以降も、市民・事業者・行政の３者が一体となってごみの減量及び

資源化を推進し、持続可能な循環型社会の形成を目指していく。 
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第２節 その他ごみ処理に関し必要な事項 

２－１ 市で処理できない廃棄物に対する対処方針 

有害性、危険性、引火性のあるもの、容量又は重量が著しく大きい物、適正処

理困難物、市長が生活環境の保全上特に適正な処理が必要と認める物及び市の廃

棄物の処理に支障を及ぼすおそれがあると認める物については、市で処理するこ

とができないため、適正な処理依頼先、処理方法について市民に十分な周知徹底

を行い、適正処理を推進する。 

また、在宅医療によって発生する医療廃棄物のうち感染性の恐れがあるものに

ついては、医療機関での適正な処理を促すとともに、医療機関、高齢者施設等と

連携し、周知啓発を行う。 

 

表１-１７ 排出禁止物とその処理方法 
 

排出禁止物 品目 処理の方法 

有害性、危険性又は引火性の

ある物 

和歌山市一般廃棄物処理実施計画で別途定める 

排出 者が販売

店、一般廃棄物

処分業者等に処

理を依頼する 

著しく悪臭を発する物 

容量又は重量の著しく大きい

物 

適正処理困難物 表１－１８に示す 

市長が生活環境の保全上特に

適正な処理が必要と認める物

及び市の廃棄物の処理に支障

を及ぼすおそれがあると認め

る物 

和歌山市一般廃棄物処理実施計画で別途定める 

排出 者が販売

店、一般廃棄物

処分業者等に処

理を依頼する 

 
 

 

表１-１８ 適正処理困難物の持込み先と処理の方法 

適正処理困難物 持込み先又は処理の方法 

感染性の恐れがある医療廃棄物

等、特別管理一般廃棄物※ 

排出者が自ら処理し、又は特別管理産業廃棄物処理業者に処理を依頼

する 

石膏ボード、耐火ボード、断熱材、

その他アスベスト（石綿）が含有

されているもの 排出者が販売店、専門業者等に処理を依頼する 

塩化ビニル管 

※「廃棄物処理法（施行令第１条）」に規定するもの 
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２－２ 和歌山市一般廃棄物受入基準 

  本市中間処理施設では、搬入される廃棄物の受入を円滑に行い、適正に処理す

るため、搬入条件、搬入時の注意事項、受入できない品目などを記した和歌山市

一般廃棄物受入基準を作成し、市民及び事業者に広く周知徹底する。 

 

 

２－３ 一般廃棄物とあわせて処理することができる産業廃棄物 

一般廃棄物とあわせて焼却処分することができる産業廃棄物は、木製品製造業

（家具の製造業を含む。）に係る木くずとしているが、今後、市域における木く

ずの資源化について動向を注視し、焼却処分をする必要が無いと判断した場合、

見直すこととする。 

 

 

２－４ 不法投棄対策 

ごみの不法投棄は、市民の生活環境に悪影響を及ぼし、まちの景観を損ねるも

のである。不法投棄を未然に防止するため、不法投棄が重大な犯罪であることを

大きくＰＲするとともに、監視パトロールの実施、監視カメラの活用、不法投棄

防止看板の設置等を行う。また、市民による不法投棄防止ボランティア等の活動

や事業者が出す廃棄物の適正処理等、市民、事業者、行政の３者が連携し、ごみ

を不法投棄されない美しく清潔なまちづくりを進めていく。 

 

 

２－５ 災害廃棄物対策 

気候変動の影響により近年頻発している豪雨災害等により発生する災害廃棄

物について、平成２９年１０月策定の和歌山市災害廃棄物処理計画に基づき、市

民の安全や衛生環境を第一に考え、迅速かつ適正な処理を行う。 

近い将来発生が想定されている３連動地震や南海トラフ巨大地震などの大規

模地震が発生した際には、大量の廃棄物が発生し、市民生活、公衆衛生に多大な

影響を及ぼし、また復旧・復興への大きな妨げとなることから、これらの災害廃

棄物を適正に処理するため、平常時から、各部局や関連事業者、周辺市町村、和

歌山県等、多方面かつ広域的な連携を図り協力体制を構築していく。 

なお、和歌山市災害廃棄物処理計画については、適宜見直しを行う。 
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２－６ 海岸漂着ごみ  

海洋プラスチックごみによる環境汚染が世界的な問題となっている中、海岸漂

着ごみは、海岸の環境への悪影響が懸念されている。本市の西部は紀伊水道に面

する海岸であるため、海岸漂着物について、「海岸漂着物処理推進法（平成２１年

法律第８２号）」及び「和歌山県海岸漂着物対策推進地域計画（平成２５年３月）」

等に従い、海岸管理者等の処理責任のもとで適正に処理し、また、海岸管理者等

からの依頼に対し、海岸漂着物対策の経緯や体制、海岸漂着物等の実態を踏まえ

た上で、海岸漂着ごみの回収や廃棄物処理施設での受入など、必要に応じ協力に

努める。 

 

 

２－７ 広域化の検討状況 

平成２８年１２月策定の「第４次和歌山県廃棄物処理計画」において、県内市

町村を９ブロックに分け、ごみ処理施設等の広域化に向け整備を進めていくとし

ており、本市は単独ブロックとなっている。本市では、ブロックの枠を越えて、

緊急時等のごみ処理に関する総合的な相互支援の実施について協議を進め、令和

２年３月に近隣５市町間で一般廃棄物処理に係る相互支援協定を締結している。 

今後、大規模災害の発生等により、本市焼却施設でのごみ処理が長期的に滞る

ような事態に備えるため、さらに広域的な協力体制を構築していく。 
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第３節 進行管理計画  

３－１ 推進体制 

本計画に掲げた目標の達成に向け、行政は廃棄物の適正処理を維持するととも

に、３Ｒ推進について市民や事業者の理解・協力を求めながら、ごみ減量と資源

化に取り組むための具体的な行動を実践できる体制を構築する。 

本計画に掲げた施策の総合的かつ計画的な推進について「和歌山市廃棄物減量

等推進審議会」へ定期的に状況等の報告を行い、助言を得るものとする。 

 

３－２ 進行管理 

本計画を効果的・効率的に推進していくために、計画の目的や目標を明らかに

し、市民・事業者・行政の３者が協働して、『つれもてしよらごみ減量！！～住み

たい魅力あふれる和歌山市～』の基本理念のもと、目標の達成を目指す。  

目標達成に向けた具体的な取組については、「ごみ減量アクションプラン」を

策定し、必要に応じた見直しを行いそれぞれの役割と責任をしっかりと意識した

上で、実効性の高いごみ減量の取組を推進していく。 

また、行政は、ホームページに取組やお知らせを掲載するとともに、ごみ排出

量データを公開するなど、情報の共有化を図り、進捗状況に応じて施策の見直し

を行い、適切な施策を発信していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ処理基本計画編  

【用語解説】 

【参考資料】 
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【用語解説】 

 

[ あ 行 ] 

○一般廃棄物処理事業実態調査 

全国市町村を対象に、一般廃棄物行政の推進に関する基礎資料（一般廃棄物の処理状況及

び施設の整備状況）を得ることを目的として、環境省が年１回実施する調査。 

 

○大阪湾広域臨海環境整備センター（大阪湾フェニックスセンター） 

「広域臨海環境整備センター法（昭和 56 年法律第 76 号）」に基づき、大阪湾圏域から発

生する廃棄物を長期的・安定的に埋立処分し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ると

ともに、埋め立てた土地を活用して地域の発展に寄与することを目的として、近畿２府４県

及び 168 市町村と港湾管理者４団体が出資して昭和 57 年に設立した法人。 

この、廃棄物の適正処理と都市の活性化という２つの社会的要請に応える事業「大阪湾フ

ェニックス計画」は、大阪湾に４つの海面埋立処分場を整備するというプランあり、第１期

事業としては「尼崎沖処分場」「泉大津沖埋立処分場」の２つを、第２期事業として「神戸

沖埋立処分場」「大阪沖埋立処分場」の整備を推進しており、令和１４年までの最終処分が

確保されている。現在、第３期事業として「神戸沖埋立処分場」に隣接した埋立処分場の建

設について具体的な手続きが進行中である。 

 

 [ か 行 ] 

○海岸漂着ごみ 

国内・国外から海岸に漂着する廃棄物の総称。「美しく豊かな自然を保護するための海岸

における良好な景観及び環境並びに海洋環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に

関する法律」（海岸漂着物処理推進法）が制定（平成２１年７月制定、平成３０年６月改正）

されるとともに、国の基本方針（平成２２年３月策定、令和元年５月改定）示された。 

和歌山県では、海岸漂着物処理推進法第１４条に基づき、「和歌山県海岸漂着物対策推進

地域計画（平成２５年３月策定、平成２９年１１月一部改正）」を策定し、管理者責任のも

と、円滑な回収・処理の実施、効果的な発生抑制対策に取り組んでおり、本市も必要に応じ

協力に努める。 

 

○経済的インセンティブ 

費用と便益を比較する際の意思決定を変化させる誘因のこと。 

本計画では、ごみの排出を抑制する方法の一つである「ごみの有料化検討」を施策として

掲げており、「ごみをたくさん出すと費用が高くなることから、ごみを少なくするよう心掛

けるようになり、環境保全的行動につながる」というような、環境政策の有効な手法として

使用している。 



 

59 

 [ さ 行 ] 

○雑がみ 

家庭から排出される古紙のうち、新聞（折込チラシを含む）、雑誌、段ボール、紙パック

のいずれの区分にも入らないもの。具体的には、家庭で不要となった投込みチラシ、パンフ

レット、コピー紙、包装紙、紙袋、紙箱などの紙類全般を指す。 

ただし、食品や洗剤等が付着しているもの、圧着はがき、金紙、銀紙が使用されているも

の、プラスチックとの複合素材製品等は除く。 

 

○循環型社会 

地球環境保全、廃棄物リサイクルの気運の高まりの中で、20 世紀の後半に使われるよう

になった、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済のあり方に代わる資源・エネルギー

の循環的な利用がなされる社会をイメージした言葉。平成 12 年に国は循環型社会をめざす

「循環型社会形成推進基本法」を制定し、循環型社会を「天然資源の消費量を減らして、環

境負荷をできるだけ少なくした社会」と定義した。 

同法では、廃棄物等の処理の優先順位を、１.発生抑制、２.再使用、３.再生利用、４.熱

回収、５.適正処分と定め、国、地方公共団体、事業者及び国民がそれぞれの役割のもと、

総合的かつ計画的に循環型社会の形成を推進していく、としている。 

 

○循環型社会形成推進基本計画 

平成 12 年６月制定の「循環型社会形成推進基本法（平成 12 年法律第 110 号第 15 条）」

に基づき、平成 15 年３月策定された、循環型社会の形成に関する施策の基本的な方針や、

総合的かつ計画的に講ずべき施策等を定めた政府の計画。平成 20 年３月に「第二次循環型

社会形成推進基本計画」、平成 25 年５月に「第三次循環型社会形成推進基本計画」、平成

30 年６月に「第四次循環型社会形成推進基本計画」として閣議決定されている。 

「第四次循環型社会形成推進基本計画」では、①「持続可能な社会づくりとの統合的取組」、

②「地域循環共生圏による地域の活性化」、③「ライフサイクル全体での資源循環の徹底」、

④「適正処理の推進と環境再生」、⑤「万全な災害廃棄物処理体制の構築」、⑥「適正な国

際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開」、⑦「循環分野における基盤整備」の７つの

方向性が示された。 

 

[ た 行 ] 

○厨芥類 

台所や厨房等から出る野菜くずや食べ残しなどの生ごみのこと。 

 

[ は 行 ] 

○廃棄物処理法 
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廃棄物の定義や処理責任の所在、処理方法・処理施設・処理業の基準などを定めた法律。

正式名称は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年律第 137 号）」であり、「廃掃

法」とも略称される。 

昭和 45 年に、従来の「清掃法（昭和 29 年法律第 72 号）」を全面的に改めて制定された。

廃棄物の排出抑制と適正な処理、生活環境の清潔保持により、生活環境の保全と公衆衛生の

向上を図ることを目的としている。環境省所管。 

 

○廃棄物管理票（マニフェスト） 

廃棄物管理票は、事業者が廃棄物の処理を委託する場合に、廃棄物の名称、数量、運搬業

者名、処分業者名などを記載して廃棄物の流れを把握・管理するものである。廃棄物管理票

（マニフェスト）の返送を受けて、事業者自ら確認することにより、廃棄物が最後まで適正

に処理されたことを確認できる。 

本市では独自に一般廃棄物版の廃棄物管理票（マニフェスト）を導入している。 

 

○不法投棄 

ごみを定められた場所以外の、山林や河川敷、まちなか等に、不法に廃棄すること。環境

破壊の一因となっている。 

 

[ ら 行 ] 

○リサイクル 

ごみを原料（資源）として再利用すること。「再資源化」や「再生利用」ともいわれる。 

具体的には、使用済み製品や生産工程から出るごみなどを回収したものを、利用しやすい

ように処理し、新しい製品の原材料として使うことを指す。 

狭義には、新製品に使う原料として再資源化（再生利用）する「マテリアルリサイクル（原

料リサイクル）」を意味する概念として限定的に用いられる。広義には、ごみを燃やして、

その際に発生する熱をエネルギーとして利用する「サーマルリサイクル（熱回収）」を含め

た概念として用いられる。 

 

○リターナブル容器 

ビールびん等のように、販売店等に引き取ってもらい、再使用される容器。 

 

○リデュース 

ごみを出さないこと。「ごみの発生抑制」ともいわれる。生産工程で出るごみを減らした

り、使用済み製品の発生量を減らすことを指す。 

具体的には、原材料使用量を減らすような製品設計上の工夫をしたり、製品の寿命を長く

したり、生産工程での歩留まり（原材料に対する製品の比率）を上げたりすることでごみの

発生を抑えることができる。 

消費者が製品を長く使うこともリデュースのひとつである。 
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○リユース 

一度使用して不要になったものをそのままの形でもう一度使うこと。「再使用」ともいわ

れる。 

具体的には、不要になったがまだ使えるものを他者に譲ったり売ったりして再び使う場

合や、生産者や販売者が使用済み製品、部品、容器などを回収して修理したり洗浄してから、

再び製品や部品、容器などとして使う場合がある。 

 

[ わ 行 ] 

○和歌山市小型家電リサイクル認定事業者 

  本市から、一般廃棄物の種類として「金属くず」もしくは「廃プラスチック類」の許可を

受けている一般廃棄物処分業の許可業者からの申請を受け、本市が認定した業者のこと。 

参考：小型家電リサイクル認定事業者 

「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」に基づき、使用済小

型電子機器等の資源化のための事業を行おうとする者で、再資源化事業の実施

に関する計画を作成し、主務大臣の認定を受けた事業者。 

 

[ 数 字 ] 

○２Ｒ 

リデュース、リユースを示す総称。第三次循環型社会形成推進基本計画において、「リサ

イクルより優先順位の高い２Ｒの取組がより進む社会経済システムの構築を目指す」とさ

れ、第四次循環型社会形成推進基本計画では、「シェアリング等の２Ｒビジネスの促進、評

価」が、持続可能な社会づくりとの統合的取組として明記されている。 

ごみは、一旦発生してしまうと、資源として循環的な利用を行う場合であっても少なから

ず環境への負荷を生じさせる。よって、リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）の「２

Ｒ」が重要とされている。 

 

〇３Ｒ 

リデュース、リユース、リサイクルを示す総称。 

 

○３きり運動 

①買った食材を使いきる「使いきり」、②食べ残しをしない「食べきり」、③生ごみを出

す前にもうひとしぼりする「水きり」の３つの「きり」をキーワードとして、生ごみの削減

を目指す取組。本市の最重点施策である。 

 

 

【用語集参考：ＥＩＣネット「環境用語集」、環境白書、３Ｒ低炭素社会検定公式テキスト等】 
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【参考資料】 

参考資料１  

 

       ５歳階級別人口の推移（住民基本台帳人口） 

  

 

 

 

 

 

 

単位：(人)

平成22年度 平成30年度

0～4歳 15,184 13,885

5～9歳 15,948 14,909

10～14歳 17,747 15,298

15～19歳 17,931 17,004

20～24歳 19,085 17,303

25～29歳 20,080 17,398

30～34歳 21,826 19,386

35～39歳 27,912 20,437

40～44歳 25,670 24,292

45～49歳 23,838 28,289

50～54歳 22,231 24,536

55～59歳 24,136 22,608

60～64歳 32,669 21,728

65～69歳 25,814 26,288

70～74歳 22,770 26,559

75～79歳 19,565 23,173

80～84歳 14,084 16,931

85～89歳 7,683 11,025

90～94歳 3,314 5,114

95～99歳 964 1,400

100歳以上 144 239

計 378,595 367,802
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参考資料２        

事業所数及び従業者数の推移 

 

 

 

事業所数 従業者数(人) 事業所数 従業者数(人)

全 産 業 18,289 183,790 16,382 166,736 

農業、林業 14 270 16 374 

漁　　業 8 66 8 63 

鉱業、採石業、砂利採取業 － － 1 6 

建 設 業 1,316 11,177 1,195 10,236 

製 造 業 1,572 26,948 1,303 25,544 

電気･ガス･熱供給･水道業 23 1,257 11 485 

情報通信業 160 2,443 132 2,179 

運輸業、郵便業 380 10,680 372 11,352 

卸売業、小売業 5,022 38,187 4,306 33,588 

金融業、保険業 380 6,299 334 6,097 

不動産業、物品賃貸業 1,457 4,510 1,274 4,447 
学術研究、専門･技術
サービス業

715 4,925 635 3,749 

宿泊業、飲食サービス業 2,101 15,383 1,735 14,515 

生活関連サービス業、
娯楽業

1,527 6,733 1,414 6,565 

教育、学習支援業 587 9,663 505 5,648 

医療、福祉 1,350 21,084 1,667 28,310 

複合サービス事業 122 1,082 104 896 

サービス業
(他に分類されないもの)

1,427 14,540 1,370 12,682 

公　　務
(他に分類されないもの)

128 8,543 － － 

※平成２８年は活動調査のため民営のみの数値である。 資料：経済センサス 

平成２１年 平成２８年
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参考資料３   中核市実績との比較 （平成３０年度環境省 一般廃棄物処理実態調査） 

※人口は住民基本台帳人口ベース 

 

　　　①家庭系

　　　②事業系

　　　③リサイクル率

中核市平均 810g/人・日

和歌山市 871g/人・日
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中核市平均 19.1% 

 和歌山市 7.9% 

 

中核市平均 296g/人・日 

和歌山市 261g/人・日 

中核市平均 514g/人・日 

和歌山市 602g/人・日 
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参考資料４          ごみ排出量の推移 

 

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

人口※ 人 364,285 362,021 359,876 357,718 367,234

一般ごみ ｔ/年 76,198.660 76,356.620 74,568.830 74,393.900 72,614.710

家 粗大ごみ ｔ/年 1,815.600 1,929.160 1,804.850 2,139.440 2,193.400

庭 計 ｔ/年 78,014.260 78,285.780 76,373.680 76,533.340 74,808.110

系 収集資源 かん ｔ/年 780.620 770.075 750.635 743.870 696.890

びん ｔ/年 2,638.680 2,505.930 2,459.860 2,348.960 2,210.750

ペットボトル ｔ/年 1,158.880 1,122.160 1,110.860 1,180.990 1,180.640

紙 ｔ/年 2,386.375 2,282.805 2,238.450

布 ｔ/年 675.050 723.020 731.660

　計 ｔ/年 8,515.180 7,853.140 7,382.780 7,279.645 7,058.390

小型家電 ｔ/年 189.208 253.685 248.971 280.550 319.170

プラスチック ｔ/年 2,363.650

白色トレイ ｔ/年 ― ― ― ― ―

計 ｔ/年 11,068.038 8,106.825 7,631.751 7,560.195 7,377.560

ｔ/年 89,082.298 86,392.605 84,005.431 84,093.535 82,185.670

一般ごみ ｔ/年 3,456.190 2,768.290 2,217.970 1,503.190 1,522.160

粗大ごみ ｔ/年 4,015.880 4,599.840 5,265.440 4,869.230 4,733.460

計 ｔ/年 7,472.070 7,368.130 7,483.410 6,372.420 6,255.620

直接搬入資源 かん ｔ/年 0.000 0.000 0.000 3.780 4.350

びん ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

ペットボトル ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

紙 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 62.910 110.640

布 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 40.010 100.930

計 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 106.700 215.920

ｔ/年 7,472.070 7,368.130 7,483.410 6,479.120 6,471.540

ｔ/年 462.951 528.565 535.379 477.553 421.634

ｔ/年 97,017.319 94,289.300 92,024.220 91,050.208 89,078.844

収集 一般ごみ ｔ/年 27,634.110 28,111.990 28,566.520 28,497.310 28,022.390

事 粗大ごみ ｔ/年 0.000 888.880 1,004.700 1,323.720 1,843.280

業 計 ｔ/年 27,634.110 29,000.870 29,571.220 29,821.030 29,865.670

系 収集資源 かん ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

びん ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

ペットボトル ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

紙 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

布 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

計 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

ｔ/年 27,634.110 29,000.870 29,571.220 29,821.030 29,865.670

直接搬入 一般ごみ ｔ/年 14,336.230 7,853.470 5,795.010 6,205.140 6,709.510

粗大ごみ ｔ/年 952.880 83.790 59.580 156.340 53.190

ｔ/年 15,289.110 7,937.260 5,854.590 6,361.480 6,762.700

ｔ/年 42,923.220 36,938.130 35,425.810 36,182.510 36,628.370

ｔ/年 139,940.539 131,227.430 127,450.030 127,232.718 125,707.214

金属類 ｔ/年 650.810 677.660 660.890 782.580 807.500

選別小電(持込分) ｔ/年 493.902 405.384 420.696 550.322 593.736

その他の資源物 ｔ/年 ― ― ― 383.810 342.450

g/人・日 1,049.59 993.11 970.27 974.463 935.270

g/人・日 954.522 919.564 899.863 898.937 862.660

g/人・日 632.586 640.021 630.168 621.819 590.140

g/人・日 321.936 279.543 269.696 277.118 272.520

% 9.3 7.5 7.4 7.9 7.9

ｔ/年 16,964 17,028 15,793 16,815 16,259

% 12.12 13.1 12.5 13.3 13.0

※人口は、令和元年度から住民基本台帳人口を使用(Ｒ元年１０月１日)。平成30年以前は国勢調査人口を使用。

最終処分率

　　　　　　収集計

　　　　　直接搬入計

　　　　　事　業　系　計

総　排　出　量

総排出量に含まれる資源物

1人１日当たりのごみ排出量

1人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）

家庭系１人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）

事業系１人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）

リサイクル率

最終処分量

収集

　　　　　　収集計

3,454.9753,937.000

直接搬入

　　　　　直接搬入計

　　　　　集団回収

　　　　　家　庭　系　計
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参考資料５       ごみ排出量の推計結果（目標達成時） 

 

単位 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

人口※ 人 367,234 365,177 363,132 361,099 359,077 357,066 355,066 353,078

一般ごみ ｔ/年 72,614.710 69,056.589 65,879.986 62,981.267 60,399.035 58,164.270 56,273.932 55,019.023

家 粗大ごみ ｔ/年 2,193.400 2,169.273 2,145.411 2,121.811 2,100.169 2,078.747 2,057.544 2,036.557

庭 計 ｔ/年 74,808.110 71,225.862 68,025.397 65,103.078 62,499.203 60,243.017 58,331.475 57,055.580

系 収集資源 かん ｔ/年 696.890 694.521 708.442 705.892 703.352 700.820 698.297 695.783

びん ｔ/年 2,210.750 2,175.378 2,139.925 2,107.716 2,075.990 2,044.739 2,013.957 1,983.636

ペットボトル ｔ/年 1,180.640 1,176.626 1,172.625 1,168.638 1,164.665 1,160.705 1,156.759 1,152.017

紙 ｔ/年 2,238.450 2,230.839 2,395.809 2,386.899 2,378.020 2,369.171 2,360.355 2,351.568

布 ｔ/年 731.660 719.953 708.434 697.099 685.946 674.971 664.171 653.544

　計 ｔ/年 7,058.390 6,997.317 7,125.235 7,066.245 7,007.973 6,950.406 6,893.539 6,836.548

小型家電 ｔ/年 319.170 318.085 317.003 315.926 314.851 313.781 312.714 311.651

白色トレイ ｔ/年 ― ― ― ― ― ― ― ―

計 ｔ/年 7,377.560 7,315.402 7,442.239 7,382.170 7,322.824 7,264.187 7,206.253 7,148.199

ｔ/年 82,185.670 78,541.264 75,467.636 72,485.248 69,822.027 67,507.204 65,537.728 64,203.779

一般ごみ ｔ/年 1,522.160 1,503.980 1,485.800 1,467.620 1,449.440 1,431.260 1,413.080 1,399.900

粗大ごみ ｔ/年 4,733.460 4,660.733 4,588.006 4,515.279 4,442.552 4,369.825 4,297.098 4,230.600

計 ｔ/年 6,255.620 6,164.713 6,073.806 5,982.899 5,891.992 5,801.085 5,710.178 5,630.500

直接搬入資源 かん ｔ/年 4.350 4.335 4.320 4.306 4.291 4.277 4.262 4.248

びん ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

ペットボトル ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

紙 ｔ/年 110.640 110.264 109.889 109.515 109.143 108.772 108.402 108.033

布 ｔ/年 100.930 99.315 97.726 96.162 94.624 93.110 91.620 90.154

計 ｔ/年 215.920 213.914 211.935 209.984 208.058 206.158 204.284 202.435

ｔ/年 6,471.540 6,378.627 6,285.741 6,192.883 6,100.050 6,007.243 5,914.462 5,832.935

集団回収 かん ｔ/年 36.678 36.553 20.000 20.000 20.000 20.000 20.000 20.000

びん ｔ/年 32.998 32.470 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000

ペットボトル ｔ/年 13.209 13.164 7.000 7.000 7.000 7.000 7.000 7.000

紙 ｔ/年 325.274 324.168 150.000 150.000 150.000 150.000 150.000 150.000

布 ｔ/年 13.475 4.043 2.000 2.000 2.000 2.000 2.000 2.000

ｔ/年 421.634 410.398 194.000 194.000 194.000 194.000 194.000 194.000

ｔ/年 89,078.844 85,330.289 81,947.377 78,872.130 76,116.077 73,708.447 71,646.190 70,230.714

収集 一般ごみ ｔ/年 28,022.390 27,582.438 27,149.394 26,723.149 26,335.663 25,953.796 25,577.466 25,122.187

事 粗大ごみ ｔ/年 1,843.280 1,837.013 1,830.767 1,824.542 1,818.339 1,812.157 1,805.995 1,799.855

業 計 ｔ/年 29,865.670 29,419.451 28,980.161 28,547.691 28,154.002 27,765.953 27,383.461 26,922.042

系 収集資源 かん ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

びん ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

ペットボトル ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

紙 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

布 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

計 ｔ/年 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

ｔ/年 29,865.670 29,419.451 28,980.161 28,547.691 28,154.002 27,765.953 27,383.461 26,922.042

直接搬入 一般ごみ ｔ/年 6,709.510 6,575.320 6,476.690 6,379.540 6,283.847 6,189.589 6,096.745 6,005.294

粗大ごみ ｔ/年 53.190 53.009 52.829 52.649 52.470 52.292 52.114 51.937

ｔ/年 6,762.700 6,628.329 6,529.519 6,432.189 6,336.317 6,241.881 6,148.859 6,057.231

ｔ/年 36,628.370 36,047.780 35,509.680 34,979.880 34,490.319 34,007.833 33,532.320 32,979.273

ｔ/年 125,707.214 121,378.069 117,457.057 113,852.011 110,606.396 107,716.281 105,178.511 103,209.987

金属類 ｔ/年 807.500 806.693 805.886 805.080 804.275 803.471 802.667 801.864

選別小電(持込分) ｔ/年 593.736 591.717 589.705 587.700 585.702 583.711 581.726 579.748

その他の資源物 ｔ/年 342.450 341.286 340.125 338.969 337.816 336.668 335.523 334.382

g/人・日 935.27 910.63 886.18 863.82 841.61 826.49 811.57 800.86

g/人・日 862.66 838.01 813.87 791.60 769.69 754.46 739.62 729.00

g/人・日 590.14 567.57 545.96 526.20 507.25 493.52 480.88 473.10

g/人・日 272.52 270.45 267.91 265.40 262.44 260.94 258.74 255.90

% 7.90 7.97 8.16 8.36 8.55 8.72 8.87 8.97

ｔ/年 16,259 15,674 15,141 14,656 14,202 13,804 13,459 13,177

% 12.93 12.91 12.89 12.87 12.84 12.82 12.80 12.77

※住民基本台帳人口を使用(Ｒ元年１０月１日)し、Ｒ２年以降はＨ２７～Ｒ１の人口の減少率の平均から算出。

収集

　　　　　　収集計

直接搬入

　　　　　直接搬入計

　　　　　集団回収計

　　　　　家　庭　系　計

最終処分率

　　　　　　収集計

　　　　　直接搬入計

　　　　　事　業　系　計

総　排　出　量

総排出量に含まれる資源物

1人１日当たりのごみ排出量

1人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）

家庭系１人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）

事業系１人１日当たりのごみ排出量（資源を除く）

リサイクル率

最終処分量



 

67 

 

参考資料６  

 ごみ処理施設におけるごみの重量組成比率分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 Ｒ元 平均

水分 ％ 44.8 40.7 45.2 43.6 41.4 43.1

灰分 ％ 9.4 13.2 8.5 10.4 13.0 10.9

可燃分 ％ 45.8 46.1 46.3 46.0 45.6 46.0

紙類 ％ 26.8 31.7 31.4 27.9 24.4 28.4

厨芥類 ％ 29.3 18.8 32.1 23.1 30.4 26.7

草木類 ％ 10.1 19.0 7.0 10.9 10.9 11.6

布類 ％ 6.1 2.4 1.7 2.7 4.8 3.5

プラスチック類 ％ 21.7 22.1 22.5 22.2 23.1 22.3

不燃物雑芥類 ％ 4.6 4.5 4.2 5.4 3.6 4.5

その他雑物 ％ 1.4 1.5 1.1 7.8 2.8 2.9

kJ/kg 9,430 9,650 10,130 9,920 10,213 9,869

kcal/kg 2,250 2,310 2,420 2,370 2,440 2,358

H27 H28 H29 H30 Ｒ元 平均

水分 ％ 43.0 38.4 47.5 45.2 42.0 43.2

灰分 ％ 9.7 12.8 9.0 9.4 11.1 10.4

可燃分 ％ 47.3 48.8 43.5 45.4 46.9 46.4

紙類 ％ 34.1 33.6 36.7 35.7 32.1 34.4

厨芥類 ％ 22.7 18.7 17.3 20.7 23.1 20.5

草木類 ％ 8.7 12.7 8.4 6.1 14.2 10.0

布類 ％ 7.2 7.4 4.6 3.3 5.9 5.7

プラスチック類 ％ 21.4 22.1 20.2 22.4 22.2 21.7

不燃物雑芥類 ％ 4.0 3.9 4.3 4.2 1.5 3.6

その他雑物 ％ 1.9 1.6 8.5 7.6 1.0 4.1

kJ/kg 9,270 10,750 8,790 9,370 10,160 9,668

kcal/kg 2,220 2,570 2,100 2,240 2,430 2,312
低位発熱量

単位
青岸クリーンセンター

単位
青岸エネルギーセンター

三
成
分

組
成

三
成
分

低位発熱量

組
成
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参考資料７      家庭系一般ごみ細分別作業結果 
 

①組成調査分類項目 

 

No. 大分類 中分類 小分類

1 ペットボトル

2 ペットボトルのキャップ

3 ボトル・カップ・パック類

4 フィルム・シート類

5 白色トレイ

6
その他色トレイ・
スチレン素材の容器包装

7 複合材料

8 レジ袋

9 その他容器包装

10
リサイクル不可能なプラ容
器包装(汚れの付着したも
の）

11 硬質プラスチック

12 軟質プラスチック

13 ごみ袋

14 ゴム製品･皮革製品等

15 アルミ缶(飲料用)

16 スチール缶(飲料用)

17 その他金属

18 リターナブルびん

19 飲料用びん（無色）

20 飲料用びん（茶色）

21 飲料用びん（その他の色）

22 化粧用空びん

23 陶磁器類 陶磁器類

24 小型家電等

25 乾電池

26 蛍光管

27 電球等

28 ライター

29 残渣・土砂類 残渣・土砂等

30 飲料用紙パック

31 ダンボール

32
リサイクル可能なその他の
紙容器包装

33
リサイクル不可能なその他
の紙容器包装

34 新聞紙

35 書籍類

36 チラシ

37 その他リサイクル可能な紙

38 その他リサイクル不可能な紙

39 紙おむつ

40 布製品・きれ

41 リサイクル不可能な布製品

42 調理くず

43 食べ残し

44 手付かず食品

45 剪定枝・刈草・落ち葉

46 割り箸

47 その他の木・竹・わら

48 その他分類不能な可燃物

49 その他分類不能な不燃物

50 注射針等

51 ペット等の汚物

52 未使用品

リサイクル可
能な紙類（容
器包装以外）

その他の紙類

残渣、土砂等、園芸用土等

新聞紙（生ごみを包んだものや油を吸わせたものなどを除く。）

茶色の飲料用、調味料用、クスリ用（リターナブルびん・化粧用びん以外）

その他の色つき（青、緑等）の飲料用、調味料用、クスリ用（リターナブルびん・化粧用
びん以外）

名刺サイズ以上のリサイクル可能な紙（リサイクルできる紙の大きさを名刺以上としてい
る。）、トイレットペーパーの芯、ダイレクトメールの中身、メモ用紙、封筒(粘着性のあ
るもの（のり付き）、プラ製の窓付きのものを除く。)
写真、感熱紙、ダイレクトメール封筒（プラ製の窓付き）、油紙、アイロンプリントペー
パー、ビニールコート紙、防水加工紙、ノーカーボン紙、裏カーボン紙、合成紙、感熱性
発泡紙、臭いのついた紙、ワックス加工紙、のり付き封筒

雑誌、書籍類、市報、綴じた冊子

ライター等ガスなどが含まれる複合製品

紙おむつ

衣類等布製品、布きれ

下着類、毛糸、ぬいぐるみ、枕

使い捨てカイロ、シリカゲル等の乾燥剤、シート状のマグネット

木箱、竹かご、麻ひも、コルク等製品、材木の端材等加工済みのもの、つまようじ、竹
串、塗り箸

たばこの吸殻、湿布、生理用品等、マスク、汚れているティッシュ、新聞紙等、ろうそ
く、不織布、保冷剤、浄水器のカートリッジ、未開封のクスリ、スーツ等の保管袋(不織布
使用)、台所スポンジ、他に分類できない小さなくず

未開封の食品、消費期限・賞味期限切れの食品（開封しないこと。）

注射針等の不適物

調理され、又は生のまま食卓にのぼったもの。
野菜、果物、卵、魚介類、肉類、パン類、菓子類、麺類等

剪定枝、刈草、落ち葉（土がついている場合は落とせる範囲で落として「残渣・土砂等」
へ分類）

割り箸(使い捨てのもの。）木・竹・わら類

未使用（未開封のシャンプー等）の商品

その他

紙
類

ペット用シート、ペット等の糞、猫砂

プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
類

ゴム･皮革類

びん類

資源化可能な
プラスチック
製容器包装類

その他プラス
チック類

金属類

無色の飲料用、調味料用、クスリ用（リターナブルびん・化粧用びん以外）

アルミ缶(飲料用)、飲料用以外の缶詰の空き缶

スチール缶(飲料用)、飲料用以外の缶詰の空き缶

スプレー缶、なべ、やかん、ハンガー、アルミ箔、針金入りのリボン、傘、磁石等

一升びん、ビールびん(Rマーク記載）

粗大ごみにならない小型の家電類、金属複合の玩具等（ライター等を除く。）、電源ケー
ブル、ボタン電池

乾電池

折込チラシ、新聞に折り込まれているもの（ダイレクトメールの中身は含まない。）

異なる複数の素材（プラスチック、紙、アルミニウム等）を組み合わせて成形された容器
包装でその複数の素材が容易に分離できないもの。ポテトチップスの袋、レトルトカレー
の袋等

具体例

上記に分類できないもの。
発泡スチロールの緩衝材、エアクッション、みかんネット等

飲料用・酒・みりん類・醤油等のペットボトル（PET1マークのあるもの）
（ラベルは取り外して「フィルム･シート類」へ分類）

輪ゴム、ゴムボール、皮製ベルト、鞄等

ソース、マヨネーズ、納豆トレイ、歯磨き粉等の容器で中身が汚れているもの、又は中身
が洗えないもの(チューブ状容器）、洗剤等のスクリューキャップつきのフィルム容器（詰
め替え容器）

弁当がら、洗剤ボトル、飲料ボトル、アイス・ヨーグルトのカップ等、サラダ油のボト
ル、卵パック

容器包装のうち軟質系のもの
包装シート・商品を包んでいたラップ・フィルム等

容器包装でない軟質プラスチック
サランラップ・容器包装でない袋等、ファスナーつきのプラスチックバッグ、ストロー

白色トレイ、着色していない白トレイ

レジ袋（ごみ排出に用いられたごみ袋を除く。ごみ袋内で小分けにごみを包んだものは含
む。）、ポリエチレン袋

ごみ排出に用いられた指定袋、ごみ排出に用いられたレジ袋

上記ボトルのキャップ。ペットボトルに限らずプラ製キャップ

容器包装でない硬質プラスチック
おもちゃ・日用雑貨等（金属複合のものを除く。）

調理過程で出る不可食部。野菜・果物の皮、魚の骨・内臓、卵の殻、出汁用の昆布等、
コーヒーフィルター、コーヒー抽出用のカートリッジ

生ごみ・食品廃棄物

カップめんの容器、色トレイ等着色された厚みのある発泡性素材のもの。

化粧用空きびん、化粧用に限らず飲料料、調味料用、クスリ用以外のガラスびん

布類 布製品・きれ

アルミコーティングされた紙パック、防水加工された紙パック(牛乳パックを除く。）、汚
れのひどい紙容器包装、臭いのついた紙容器包装（線香や石鹸の箱など）、カップ麺のふ
た

菓子箱、紙袋、包装紙等

蛍光管（割れているものは「電球等」へ分類）

白熱電球、LEDランプ、点灯管（グローランプ）等、割れている蛍光管

陶磁器類、上記以外のガラス類、手鏡

不
燃
物
類

家電等複合品
類

紙製容器包装
類

飲料用紙パック（中がアルミコーティングされているものを除く。）

ダンボール箱、緩衝材、断面が波型になっている包装用厚紙、(汚れがひどいものは「リサ
イクル不可能なその他の紙容器包装」へ分類)
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②組成分析結果（重量比率） 

 

1 0.31 0.27 0.62 0.24 0.36

2 0.27 0.24 0.43 0.34 0.32

3 4.78 4.08 4.34 4.29 4.37

4 4.73 4.12 3.96 5.15 4.49

5 0.24 0.16 0.16 0.24 0.20

6 0.51 0.48 0.44 0.57 0.50

7 1.25 1.15 1.27 1.19 1.21

8 1.37 1.44 1.59 1.64 1.51

9 0.22 0.31 0.42 0.19 0.29

10 0.83 0.41 0.72 0.45 0.60

11 2.05 1.21 1.21 1.21 1.42

12 3.14 3.51 2.76 2.61 3.01

13 0.76 1.11 0.57 0.72 0.79

14 0.14 0.31 0.12 0.22 0.20

15 0.02 0.04 0.02 0.00 0.02

16 0.04 0.17 0.05 0.06 0.08

17 0.28 0.40 1.32 0.14 0.53

18 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

19 0.00 0.18 0.98 0.00 0.29

20 0.00 0.00 0.36 0.00 0.09

21 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

22 0.09 0.00 0.03 0.00 0.03

23 0.18 0.89 0.16 0.73 0.49

24 0.02 0.17 0.01 0.32 0.13

25 0.03 0.19 0.08 0.41 0.18

26 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

27 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00

28 0.00 0.00 0.05 0.02 0.02

29 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00

30 0.69 0.80 0.33 0.52 0.59

31 1.04 0.95 0.81 0.67 0.87

32 4.90 2.72 4.01 2.93 3.64

33 1.02 0.79 1.37 1.08 1.06

34 0.51 0.37 0.48 0.40 0.44

35 1.40 0.99 1.44 0.00 0.96

36 0.73 0.50 1.83 0.83 0.97

37 2.79 1.51 2.40 1.39 2.02

38 1.74 3.30 0.58 0.68 1.58

39 9.33 0.82 5.59 2.88 4.66

40 1.87 0.29 3.21 1.41 1.69

41 0.45 1.32 0.15 1.01 0.73

42 26.35 26.92 22.19 31.92 26.84

43 7.31 8.06 6.66 8.92 7.74

44 2.77 5.37 5.89 6.48 5.13

45 0.18 5.18 1.45 4.74 2.89

46 0.20 0.25 0.16 0.18 0.20

47 0.28 1.27 0.85 0.26 0.66

48 11.80 10.75 12.89 10.86 11.57

49 0.41 0.29 0.99 0.45 0.54

50 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

51 2.97 6.68 5.02 1.65 4.08

52 0.00 0.02 0.02 0.00 0.01

100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

不
燃
物
類

家電等複合品類

残渣・土砂類

紙
類

紙製容器包装類

リサイクル可能な紙
類
(容器包装以外)

その他の紙類

陶磁器類

びん類

金属類

木･竹･わら類

その他

合計

ペット等の汚物

未使用品

その他分類不能な不燃物

注射針等

割り箸

その他の木・竹・わら

その他分類不能な可燃物

アルミ缶(飲料用）

飲料用びん(無色）

飲料用びん(茶色）

スチール缶(飲料用)

その他金属

リターナブルびん

重量比率　(％)

戸建地域② マンション 農村地域
4地域
の平均

戸建地域①

その他色トレイ・スチレン素材の容器包装

複合材料

ペットボトルのキャップ

ボトル・カップ・パック類

フィルム・シート類

白色トレイ

No. 大分類 中分類 小分類

ゴム・皮革類

プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
類

硬質プラスチックその他
プラスチック類

ゴム製品・皮革製品等

その他容器包装

リサイクル不可能なプラ容器包装(汚れの付着したもの）

軟質プラスチック

ごみ袋

資源化可能な
プラスチック製
容器包装類

ペットボトル

レジ袋

ライター

飲料用びん(その他の色）

ダンボール

残渣・土砂等

剪定枝・刈草・落ち葉

手付かず食品

その他リサイクル可能な紙

飲料用紙パック

乾電池

電球等

化粧用空びん

陶磁器類

小型家電等

蛍光管

調理くず

リサイクル可能なその他の紙容器包装

リサイクル不可能なその他の紙容器包装

新聞紙

書籍類

布製品・きれ

チラシ

紙おむつ

リサイクル不可能な布製品

その他リサイクル不可能な紙

生ごみ・食品廃棄物

布
類

布製品・きれ

食べ残し
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③削減可能な家庭系一般ごみの割合 

 

 
 [令和２年度] 

 

 
 

  

[平成２８年度]              [平成３０年度] 

 

 

 

 

 

 

資源化が
見込めるもの

13.09％

減量の取り組みが

見込めるもの

39.71％

紙

9.49％

布

1.69％ 白色トレイ

0.20％

びん

0.41％

かん

0.63％

小型家電等

0.13％

蛍光管等

0.18％

調理くず

26.84％

手付かず食品

5.13％

資源化できない

紙類

7.29％

資源化できない

プラスチック類

6.02％

資源化できない

不燃物類

0.49％

その他

20.71％

ペットボトル

0.36％

その他のごみ

47.20％

プラスチック製

容器包装

12.69％

食べ残し

7.74％

資源化が
見込めるもの

19.43％

新たに資源化可能なもの

0.42％

減量の取り組みが

見込めるもの

41.68％

紙

14.21％
布

2.74％

白色トレイ

0.22％

びん

0.58％

かん

0.96％

小型家電等

0.17％

乾電池

0.42％

調理くず・食べ残し

38.77％

手付かず食品

2.91％

資源化できない

紙類

5.40％

資源化できない

プラスチック類

3.84％

資源化できない

不燃物類

0.22％

その他

14.08％

ペットボトル

0.55％

その他のごみ

38.47％

プラスチック製

容器包装

14.92％

資源化が
見込めるもの

17.66％

新たに資源化可能なもの

0.12％

減量の取り組みが

見込めるもの

40.91％

紙

13.11％ 布

1.86％

白色トレイ

0.22％

びん

0.83％

かん

0.90％

小型家電等

0.23％

乾電池

0.12％

調理くず・食べ残し

38.20％

手付かず食品

2.71％

資源化できない

紙類

5.73％

資源化できない

プラスチック類

4.65％

資源化できない

不燃物類

0.43％

その他

15.93％

ペットボトル

0.51％

その他のごみ

41.31％

プラスチック製

容器包装

14.57％
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参考資料８ 温室効果ガス排出量 

 

 

①中間処理に関する温室効果ガス排出量推定値（現状実績） 

  

 
※温室効果ガス排出量算出方法及び各種係数は「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル Ver.」による。 

※焼却ごみ中のプラスチック量及び含水率は各年度のごみ組成分析結果を基にした。 

 

 

 

②中間処理に関する温室効果ガス排出量推定値（将来推計） 

 
 

 

 

 

 

単位 H27 H28 H29 H30 R1

t/年 80,371 88,083 83,377 85,818 89,835

t/年 13,436 16,658 14,368 14,513 16,967

CH4 kg/年 76 84 79 82 85

N2O kg/年 4,557 4,994 4,727 4,866 5,094

CO2 kg/年 37,218,662 46,141,459 39,800,512 40,200,129 46,999,874

CO2換算計 kg-CO2/年 38,578,568 47,631,854 41,211,280 41,652,200 48,519,913

6 6 9 12 15

単位 H27 H28 H29 H30 R1

t/年 50,514 41,243 42,369 40,780 36,532

t/年 7,706 7,203 6,032 6,761 7,193

CH4 kg/年 48 39 40 39 35

N2O kg/年 2,864 2,338 2,402 2,312 2,071

CO2 kg/年 21,346,107 19,950,960 16,710,020 18,728,896 19,925,594

CO2換算計 kg-CO2/年 22,200,822 20,648,806 17,426,918 19,418,908 20,543,729

温室効果ガス
排出量

青岸エネルギーセンター

内プラスチック処理量

温室効果ガス
排出量

青岸クリーンセンター

内プラスチック処理量

単位 R1 R8

t/年 126,367 93,746

t/年 24,161 17,706

CH4 kg/年 120 89

N2O kg/年 7,165 5,315

CO2 kg/年 66,925,468 49,046,031

CO2換算計 kg-CO2/年 69,063,642 50,632,246

焼 却 施 設

内プラスチック処理量

温室効果ガス
排出量



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 生活排水処理基本計画編 
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第１章 生活排水の現状と課題 

第１節 生活排水の現状 

生活排水の排出形態、処理形態別人口、し尿及び浄化槽汚泥等の処理状況、生

活排水処理の主体を示す。 

 

１－１ 生活排水の排出形態 

現状の生活排水の排出形態の概要を図２－１に示す。 

生活排水は、し尿と台所や風呂等の生活雑排水に大別される。本市で発生す

る生活排水は、公共下水道については、終末処理場で適正に処理されており、

農業・漁業集落排水処理施設及び合併処理浄化槽から発生する汚泥について

は、し尿処理施設である青岸汚泥再生処理センターで適正に処理されている。 

単独処理浄化槽から発生する汚泥及び汲取便槽から発生するし尿について

は、青岸汚泥再生処理センターで適正に処理されているが、生活雑排水は未処

理のまま公共用水域に放流されている。 

 

図２－１  生活排水の排出形態 

公共下水道

107,292人

・中央終末処理場

・和歌川終末処理場

・北部終末処理場

合併処理浄化槽

102,800人

処理水

青岸汚泥

再生処理センター

し尿

142,711人
汲取便槽

50,231人

生活雑排水

142,711人

未処理水

農業・漁業

集落排水処理施設

2,883人

単独処理浄化槽

92,480人

公

共

用

水

域

汚泥

汚泥

汚泥

処理水

処理水

処理水

処理水

生活排水

212,975人

生活排水処理

し尿 ＋ 生活雑排水（台所や風呂等）

生活排水

生活排水未処理
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本市の生活排水処理形態別人口の現状を表２－１に示す。公共下水道、農

業・漁業集落排水処理施設への接続や合併処理浄化槽の普及により、令和元

年度の生活排水処理率は 59.9％となっている。 

 

表２－１ 処理形態別人口の現状

 

※人口は国勢調査ベース（下水道部が開示している資料は国土交通省管轄のため、住民基本台帳の人口を使

用しており、本計画中の人口とは異なる。） 

 

１－２ し尿及び浄化槽汚泥等の処理状況 

し尿及び浄化槽汚泥等の搬入量の現状を表２－２に示す。 

              

表２－２ し尿及び浄化槽汚泥等の搬入量の現状 

 

 

１－３ 生活排水処理の主体 

生活排水の処理主体を表２－３に示す。 
 

表２－３ 生活排水の処理主体 

 

 

 

（単位：人）

令和元年度

355,686

(1) 生活排水処理人口 212,975

公共下水道 107,292

農業・漁業集落排水処理施設 2,883

合併処理浄化槽 102,800

(2) 生活排水未処理人口 142,711

単独処理浄化槽 92,480

非水洗化人口 50,231

　行政人口

令和元年度

し尿 33,694

浄化槽汚泥等 133,594

合　計 167,288

（単位：kℓ/年）

処理体系 対象 処理主体

公共下水道 し尿及び生活雑排水 和歌山市（終末処理場）

農業・漁業集落排水処理施設

合併処理浄化槽

単独処理浄化槽

汲取便槽
し尿

和歌山市
（青岸汚泥再生処理センター）

し尿及び生活雑排水
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（１）公共下水道 

本市の公共下水道事業は、中央処理区、和歌川処理区及び北部処理区の３つ

の処理区で整備が進められている。 

和歌川処理区は昭和５９年１１月に、中央処理区は昭和６２年１１月に、北

部処理区は平成１３年４月にそれぞれ供用を開始した。 

事業計画人口 179,200 人に対し、供用開始人口は 135,133 人で、供用開始人

口に対する接続人口の割合（接続率）は令和元年度で 79.4％となっている。 
 

表２－４ 公共下水道事業の概要 

  
※人口は国勢調査ベース（下水道部が開示している資料は国土交通省管轄のため、住民基本台帳の人口を使

用しており、本計画中の人口とは異なる。） 

 

表２－５ 公共下水道の供用開始状況 

 
※人口は国勢調査ベース（下水道部が開示している資料は国土交通省管轄のため、住民基本台帳の人口を

使用しており、本計画中の人口とは異なる。） 

※普及率：供用開始人口÷行政人口、接続率：接続人口÷供用開始人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

全処理区 中央処理区 和歌川処理区 北部処理区

計画人口 276,800人 137,800人 22,500人 116,500人

計画面積 6,242ha 2,961ha 468ha 2,813ha

（うち合流区域面積） (823ha) (492ha) (331ha) (－)

ポンプ場 16箇所 12箇所 ２箇所 ２箇所

終末処理場 3箇所 １箇所 １箇所 １箇所

（日最大処理能力） 193,300㎥ 80,400㎥ 50,500㎥ 62,400㎥

計画人口 179,200人 105,600人 24,500人 49,100人

計画面積 3,613ha 2,080ha 468ha 1,065ha

（うち合流区域面積） (823ha) (492ha) (331ha) (－)

ポンプ場 11箇所 ９箇所 ２箇所 ０箇所

終末処理場 ３箇所 １箇所 １箇所 １箇所

（日最大処理能力） 154,300㎥ 80,400㎥ 50,500㎥ 23,400㎥

合流式・分流式 合流式・分流式 分流式

全
体
計
画

事
業
計
画

排除方式

令和元年度

355,686

135,133

普及率 38.0%

107,292

接続率 79.4%

2,401.8ha

（単位：人）

供用開始面積

供用開始人口

接続人口

行政人口



 

75 

 

（２）農業・漁業集落排水処理施設 

農業・漁業集落排水処理施設は、農業集落排水事業が東山東中部処理区、楠

本処理区、西山東南部処理区の３処理区、漁業集落排水事業が雑賀崎処理区、

田ノ浦処理区の２処理区と合わせて５処理区で整備されている。 

各処理区ともに既に整備が完了し、供用開始している。事業計画人口 6,805

人に対し、供用開始人口は 4,006 人で、供用開始人口に対する接続人口の割

合（接続率）は令和元年度で 72.0％である。 

 

表２－６ 農業・漁業集落排水事業の概要 

 
※人口は国勢調査ベース（下水道部が開示している資料は国土交通省管轄のため、住民基本台帳の人口を

使用しており、本計画中の人口とは異なる。） 

 

（３）合併処理浄化槽 

本市では、公共下水道事業計画区域と農業・漁業集落排水整備区域を除く区

域において、補助事業を実施し、合併処理浄化槽の普及に努めている。 

令和元年度末での設置基数は 31,124 基で、処理人口は 102,800 人である。 
 

表２－７ 合併処理浄化槽の整備状況 

 
 

 

 

 

 
 

 

供用開始人口
（人）

接続人口
（人）

接続率

東山東
中部

550 23.0
H.７～

    H.14
H12.12 540 473 87.6%

楠本 760 9.4
H.８～

    H.15
H15.９ 328 303 92.4%

西山東
南部

480 17.3
H.９～

    H.17
H17.７ 450 334 74.2%

小 計 1,790 49.7 － － 1,318 1,110 84.2%

雑賀崎 4,015 30.2
H.６～

    H.27
H14.１ 1,940 1,375 70.9%

田ノ浦 1,000 10.4
H.７～

　　H.19
H17.７ 748 398 53.2%

小 計 5,015 40.6 － － 2,688 1,773 66.0%

6,805 90.3 － － 4,006 2,883 72.0%

令和元年度実績
事業施行

期間
供用開始

時期
計画人口
（人）

処理区域
面積(ha)

漁業集落
排水事業

農業集落
排水事業

事業区分 処理区名

合　計

（単位：基）

平成29年度 平成30年度 令和元年度

28,568 29,861 31,124

97,849 99,344 102,800

1,258 1,458 1,308

1,103 1,103 1,134

うち整備基数 880 1,075 857

累計基数 21,864 22,939 23,796

新設基数

設置基数（現存数）

　　　　処理人口　（人）

浄化槽設置整備事業計画基数



 

76 

 

（４）し尿処理施設 

青岸汚泥再生処理センターでは、し尿及び浄化槽汚泥等を適正に処理し、発

生した汚泥を助燃剤として青岸エネルギーセンターの焼却施設で使用するこ

とにより、循環型社会の形成に寄与している。 
 

表２－８ 青岸汚泥再生処理センターの概要 

 
 

 

 
図２－２ 青岸汚泥再生処理センターのフロー図 

 

施設名称  青岸汚泥再生処理センター

所在地  和歌山市湊1342番地

敷地面積  9,166m2

処理能力  484kℓ/日

処理方式  前脱水＋生物学的脱窒素処理方式

 pH ：5.8～8.6    (5.8～8.6)

放流水質  BOD：10mg/ℓ以下  (最大  90mg/ℓ以下、日間平均 60mg/ℓ以下)

 COD：35mg/ℓ以下  (最大  90mg/ℓ以下、日間平均 60mg/ℓ以下)

（　）は  SS ：20mg/ℓ以下  (最大 110mg/ℓ以下、日間平均 80mg/ℓ以下)

排水基準値  T-N：20mg/ℓ以下  (最大 120mg/ℓ以下、日間平均 60mg/ℓ以下)

 T-P： 1mg/ℓ以下  (最大  16mg/ℓ以下、日間平均  8mg/ℓ以下)

 大腸菌群数：3,000個/cm3以下（3,000個/cm3以下）

受入･貯留設備

し 尿
浄化槽汚泥等

受
入
設
備

前
処
理
設
備

貯
留
設
備

水処理設備

資源化設備

助燃剤化設備 青岸エネルギーセンター

放 流

脱水
ろ液

汚泥

脱臭設備 臭気

臭
気

高
度
処
理
設
備

消
毒
・
放
流
設
備

浄化槽汚泥
対応型脱窒素
処理設備

搬出

脱水
し渣等

臭気
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第２節 生活排水処理の課題 

本市の生活排水処理に関する課題を次に示す。 

 

２－１ 公共下水道の整備促進 

公共下水道の整備を促進する一方、雨水対策や地震対策、既存施設の老朽化

対策への投資がこれまで以上に増大しており、普及率の伸び悩みが課題であ

る。 

 

２－２ 公共下水道の接続率向上 

公共下水道の接続率が伸びない背景には、昭和４７年に全体計画が立案され、

事業を開始したが本格的な供用開始年度が昭和５９年度と比較的浅く、既に

単独処理浄化槽が普及していたことや、年金生活者である高齢者世帯が多く、

経済的な困難が課題である。 

 

２－３ 合併処理浄化槽への転換 

汲取便槽及び単独処理浄化槽から、合併処理浄化槽への転換が期待されるほ

ど進んでいない。その背景としては次に示すような要因が考えられる。 

・単独処理浄化槽管理者にとっては、すでに水洗化が済んでいることから、合

併処理浄化槽への転換インセンティブが働きにくいことが課題である。 

・合併処理浄化槽への転換費用の負担が大きいことが課題である。 

 

２－４ 浄化槽台帳管理システムの改修 

浄化槽法の一部改正により、浄化槽に関する台帳の作成及び管理が義務化さ

れた。本市では既に和歌山市浄化槽台帳管理システムを運用しているが、これ

を法改正に対応するよう改修する必要のあることが課題である。 

 

２－５ 浄化槽の適正な維持管理 

浄化槽の適正な維持管理（保守点検・清掃・水質検査）について広報等を実

施しているが、水質検査の受検率が低いことが課題である。 
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第２章 生活排水処理の方針と目標 

生活排水処理の課題解決に向けた基本方針、達成すべき目標を示す。 

 

第１節 基本方針 

生活排水処理の課題を解決するための基本的な方針を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針１：生活排水処理施設の整備・普及 

公共下水道等への接続の促進 

合併処理浄化槽の普及促進 

基本方針２：生活排水の適正処理の推進 

し尿処理施設等における適正な処理 

浄化槽の適正な維持管理の促進 

基本方針 3：環境保全のための広報・啓発の推進 

市民への広報・啓発の推進 

環境教育の推進 
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第２節 生活排水処理の目標 

生活排水処理の目標について示す。 

 

２－１ 生活排水処理率の目標 

生活排水処理の課題解決のためには、公共下水道の整備、接続率の向上、公

共下水道事業計画区域と農業・漁業集落排水整備区域を除く区域での汲取便

槽及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換をそれぞれ促進し、生活

排水処理率を向上させる必要がある。従って、本計画では具体的な数値目標を

次のように設定する。 

 

 

 

 

 

表２－９ 生活排水処理率の目標 

 
※生活排水処理率＝生活排水処理人口÷行政人口 

 
 

 

【人口の内訳】 
 

行政人口：         355,686 人(R1)  → 347,000 人(R8) 
 

生活排水処理人口： 212,975 人(R1)  → 260,290 人(R8) 

 

 

２－２ 計画の期間 

本計画は、令和３年度を初年度とし、令和８年度を目標年度とした６年間とす

る。なお、毎年計画の進捗状況を検証し、その評価を実施するとともに公共下水

道接続人口の将来計画が見直しされてから、改めて計画の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

年度

生活排水処理率 59.9 ％ 75.0 ％

令和元年度 令和8年度

目標： 令和８年度で生活排水処理率７５％ 
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２－３ 将来の処理形態別人口 

今後、公共下水道事業計画区域においては整備、接続率の向上を、また、公

共下水道事業計画区域と農業・漁業集落排水整備区域を除く区域では、合併処

理浄化槽の設置を促進することにより、生活排水処理人口は増加する見込み

である。 

 

表２－１０ 処理形態別人口の内訳 

 
※人口は国勢調査ベース（下水道部が開示している資料は国土交通省管轄のため、住民基本台帳の人口を

使用しており、本計画中の人口とは異なる。） 

 

 

図２－３ 生活排水処理率の見込み 

 

 

 

 

 

 

令和元年度 令和2年度 令和8年度

355,686 354,445 347,000

(1) 生活排水処理人口 212,975 220,119 260,290

公共下水道 107,292 111,816 138,939

農・漁業集落排水処理施設 2,883 2,891 2,942

合併処理浄化槽 102,800 105,412 118,409

(2) 生活排水未処理人口 142,711 134,326 86,710

単独処理浄化槽 92,480 85,700 45,023

非水洗化人口 50,231 48,626 41,687

（単位：人）

　行政人口

59.9% 62.1% 64.1% 66.4% 68.6% 70.7% 72.8% 75.0%
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２－４ 将来のし尿及び浄化槽汚泥等の処理状況 

将来のし尿及び浄化槽汚泥等の搬入量については次のとおり算出した。 

 

し尿：直近３年間の１人当たり年間汲取量平均値（692.7ℓ/年）に汲取人口 

を乗じた値 

 

浄化槽汚泥等：前年度末の浄化槽基数に汚泥排出量平均値（単独処理浄化槽：

1.37 ㎥、合併処理浄化槽：2.86 ㎥）を乗じた値 

 

汚泥排出量平均値：前計画の汚泥排出量平均値（単独処理浄化槽：1.63 ㎥ 

合併処理浄化槽：3.41 ㎥）を、浄化槽設置基数の実績値 

と、し尿及び浄化槽汚泥等搬入量の見込値から補正した 

値 
 

青岸汚泥再生処理センターへのし尿及び浄化槽汚泥等の搬入量については、

汲取人口の減少に伴い、し尿搬入量は減少することが見込まれる一方、浄化槽

汚泥等は、汚泥搬入量の多い合併処理浄化槽設置基数が増加することにより、

し尿及び浄化槽汚泥等の総量は増加する見込みである。 

 

表２－１１ し尿及び浄化槽汚泥等搬入量の見込み 

 
 

 

 
図２－４ し尿及び浄化槽汚泥等搬入量の見込み 

 

 

令和2年度 令和8年度

し尿 33,513 28,730

浄化槽汚泥等 132,865 147,315

合　計 166,378 176,045

（単位：kℓ/年）
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第３章 目標達成に向けた施策 

生活排水処理の課題を解決するための取組について示す。 

 

 

 

 

〇 公共下水道等への接続の促進 

市街化区域を中心とした地域では、公共下水道の整備計画に従って整備を

行う。 

さらに、供用開始区域において未接続の家庭への普及指導を行い、公共下水

道及び農業・漁業集落排水処理施設への接続を促進する。 

 

〇 合併処理浄化槽の普及促進 

 公共下水道事業計画区域と集落排水整備区域を除く区域において、汲取便

槽及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促進するため、合併処

理浄化槽の設置及び配管設備等に対して補助を行い、個人負担を軽減する。 

 また既存の浄化槽台帳システムを改修することにより、「第３次和歌山市生

活排水対策推進計画」に基づく要対策地域に対して効率的に合併処理浄化槽

への転換を促進する。 

 

 

 

 

〇 し尿処理施設等における適正な処理 

 生活排水の処理は、公共下水道については終末処理場で適正に行う。また、

農業・漁業集落排水処理施設、合併処理浄化槽、単独処理浄化槽から発生する

汚泥と、汲取便槽から発生するし尿については、し尿処理施設である青岸汚泥

再生処理センターで適正に行う。 

 

〇 浄化槽の適正な維持管理の促進 

 浄化槽の適正処理に必要な、浄化槽管理者の義務である保守点検・清掃・水

質検査の定期的かつ確実な履行を図り、浄化槽の適正な維持管理を促進する。 

 

 

 

 

〇 市民への広報・啓発の推進 

 汲取便槽及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促進するため、

市広報誌等やチラシを作成し、更なる普及・啓発を行っていく。また、汲取便

基本方針１：生活排水処理施設の整備・普及 

基本方針２：生活排水の適正処理の推進 

基本方針３：環境保全のための広報・啓発の推進 
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槽及び単独処理浄化槽からの転換には、従来の補助金に加え、配管工事費用及

び単独処理浄化槽の撤去費用の補助の活用を広報していく。また、浄化槽を設

置している家庭については、適正な維持管理（保守点検・清掃・水質検査）の

必要性を広報していく。 

 

〇 環境教育の推進 

職員による出前講座等を実施し、生活排水対策について普及啓発に努める

ことで、生活排水対策に対する市民意識の向上につながっている。今後も学習

会及び出前講座の開催、また情報を提供するチラシや冊子の作成・配布等によ

り更なる生活排水対策の市民意識の向上を図り、水環境の保全に努める。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活排水処理基本計画  

【参考資料】 
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【参考資料】 

処理形態別人口とし尿及び浄化槽汚泥等の量の見込みを以下に示す。 
 

資料１ 処理形態別人口、し尿及び浄化槽汚泥等の量の見込み 

 
（下水道部が開示している資料は国土交通省管轄のため、住民基本台帳の人口を使用しており、本計画中の人口とは異なる。） 

令和
元年度

（実績）

令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

355,686 354,445 353,204 351,963 350,723 349,482 348,241 347,000

(1) 生活排水処理人口 212,975 220,119 226,432 233,733 240,620 247,117 253,556 260,290

公共下水道 107,292 111,816 116,339 120,861 125,382 129,902 134,421 138,939

農業・漁業集落排水処理施設 2,883 2,891 2,900 2,908 2,917 2,925 2,934 2,942

合併処理浄化槽 102,800 105,412 107,193 109,964 112,321 114,290 116,201 118,409

(2) 生活排水未処理人口
（単独処理浄化槽）

92,480 85,700 78,920 72,140 65,360 58,580 51,800 45,023

(3) 非水洗化人口 50,231 48,626 47,852 46,090 44,743 43,785 42,885 41,687

33,694 33,513 32,980 31,766 30,837 30,177 29,556 28,730

133,594 132,865 135,273 137,681 140,090 142,498 144,906 147,315

167,288 166,378 168,253 169,447 170,927 172,675 174,463 176,045合計 (kℓ/年)

（単位：人）

行政人口

し尿収集量 (kℓ/年)

浄化槽汚泥等の量 (kℓ/年)



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【廃棄物減量等推進審議会資料】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

1 廃棄物減量等推進審議会委員名簿 
 

区  分 役 職 名 氏 名 備考 

学識経験のあ

る者 

和歌山大学准教授 山本 祐吾 令和２年９月１日から 

龍谷大学講師 水原 詞治 令和２年９月１日から 

大阪大学助教 松井 孝典 令和２年９月１日から 

各種団体の役

職員 

和歌山市婦人団体連絡協議会 

会長 
宗 眞紀子 令和２年９月１日から 

和歌山市自治会連絡協議会 

会長 
石井 太郎 令和２年９月１日から 

和歌山市生活学校連絡協議会 

会長 
 竹本 佐知子 令和２年９月１日から 

和歌山市医師会 副会長 川端 寬 令和２年９月１日から 

和歌山市料理飲食業組合 

組合長 
木下 晴夫 令和２年９月１日から 

和歌山県産業資源循環協会 

会長 

会長 

目良 敏 令和２年９月１日から 

和歌山資源協働組合 

代表理事 
安田 英雄 令和２年９月１日から 

和歌山市製紙原料協同組合 

代表理事 
木村 芳嗣 令和２年９月１日から 

和歌山市清掃連合会 

会長 
吉村 英樹 令和２年９月１日から 

和歌山市衛生協同組合 

代表理事 
青木 茂人 令和２年９月１日から 

市 民 

公募市民 湯川 徳弘 令和２年９月１日から 

公募市民 上高 敦子 令和２年９月１日から 

公募市民 大西 一男 令和２年９月１日から 

公募市民 谷中 浩生 令和２年９月１日から 

公募市民 植松 裕太 令和２年９月１日から 

関係行政機関

の職員 

産業交流局農林水産部長 佐々木 茂彰 令和２年９月１日から 

和歌山市教育委員会 

学校教育部長 
東 康修 令和２年９月１日から 

任期：令和２年９月１日から令和４年８月３１日まで 

    

 

 

 

 



 

 

２ 審議経過 

 

開催日時 議事内容 要点 

第１回審議 

令和２年１１月１１日 

    ～ 

令和２年１１月１９日 

第２次和歌山市一般廃棄物

処理基本計画案の送付 

【第１回審議会（書面開催）】 

第２次和歌山市一般廃棄物処理基本計画案

について、意見書の提出を依頼。 

第２回審議 

令和２年１１月２７日 

第２次和歌山市一般廃棄物

処理基本計画案について 

【第２回審議会】 

第２次和歌山市一般廃棄物処理基本計画案

についての委員意見集約、審議。 

第３回審議 

令和２年１１月３０日 

    ～ 

令和２年１２月１１日 

第１回、第２回の審議会での意見、審議を受け、審議会委員から会長一任

され、意見、引き続き会長と協議。 

１２月１１日会長承認。 

第４回審議 

令和２年１２月１６日 

～ 

令和２年１２月１８日 

第２次和歌山市一般廃棄物

処理基本計画案（パブリック

コメント用）の承認について 

【第３回審議会（書面決議）】 

会長との最終協議後、各委員の意見につい

ての回答書を作成し、各委員に配布。併せて

パブリックコメント用第２次和歌山市一般

廃棄物処理基本計画案を作成し配布。 

令和３年１月１８日 

    ～ 

令和３年２月１６日 

パブリックコメント（３０日間） 

第５回審議 

令和３年２月１０日 

    ～ 

令和３年２月１７日 

パブリックコメント期間中にいただいた市民意見について会長と協議。 

２月１７日会長承認。 

第２次和歌山市一般廃棄物処理基本計画の最終案策定 
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